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2.1 高圧・低圧注水機能喪失 

2.1.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」に含まれる事故シ

ーケンスとしては，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すと

おり，①「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」，②「過渡事

象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」，③

「手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗」，④「手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再

閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」，⑤「サポート系喪失（自

動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」及び⑥「サポート系喪

失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」は，運転時の異常

な過渡変化又は設計基準事故（原子炉冷却材喪失事故を除く。）の発生後，

高圧及び低圧注水機能が喪失することで原子炉へ注水する機能が喪失する

ことを想定する。このため，原子炉圧力制御に伴い原子炉圧力容器内の蒸

気が流出し，保有水量が減少することで原子炉水位が低下し，緩和措置が

取られない場合には，原子炉水位の低下が継続し，炉心が露出することで

炉心損傷に至る。また，低圧注水機能喪失を想定することから，併せて残

留熱除去系の機能喪失に伴う崩壊熱除去機能喪失を想定する。 

本事故シーケンスグループは，高圧及び低圧の原子炉注水機能を喪失し

たことによって炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，
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重大事故等対処設備の有効性評価としては，高圧又は低圧注水機能に対す

る重大事故等対処設備に期待することが考えられる。高圧・低圧注水機能

喪失が発生した場合，重大事故等対処設備により高圧の原子炉注水操作を

実施する方が，より早期に原子炉注水を開始することが可能となり，原子

炉水位の低下が小さくなることで評価項目となるパラメータに対する余裕

は大きくなる。また，高圧の原子炉注水操作を実施した場合でも，中長期

的にはサプレッション・プール熱容量制限に到達した時点で原子炉を減圧

して低圧の原子炉注水に移行するため，事象進展は同じとなる。このため，

本事故シーケンスグループに対しては，代表として低圧注水機能に対する

重大事故等対処設備の有効性を確認することとする。 

以上により，本事故シーケンスグループでは，原子炉圧力容器を強制的

に減圧し，低圧の注水機能を用いて原子炉へ注水することにより炉心損傷

の防止を図るとともに，格納容器内の冷却を行い，最終的な熱の逃がし場

へ熱の輸送を行うことによって除熱を行い，格納容器破損の防止を図る。 

 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」において，炉心が

著しい損傷に至ることなく，かつ十分な冷却を可能とするため，初期の対

策として逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水手段を整備し，安定状態に向けた対策として，逃がし安全弁（自動減

圧機能）を開維持することで常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替

注水系（常設）による炉心冷却を継続する。また，格納容器の健全性を維

持するため，安定状態に向けた対策として，常設低圧代替注水系ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却手段及び
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格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱手段を整備する。対

策の概略系統図を第 2.1－1 図に，対応手順の概要を第 2.1－2 図に示すと

ともに，対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における手順と

設備との関係を第 2.1－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，必要

な要員は災害対策要員（初動）19 名及び事象発生から 2 時間以降に期待す

る参集要員 5 名である。 

災害対策要員（初動）の内訳は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名，

運転操作対応を行う当直運転員 5 名，指揮，通報連絡を行う災害対策要員

（指揮者等）4 名及び現場操作を行う重大事故等対応要員 8 名である。 

参集要員の内訳は，燃料給油操作を行う重大事故等対応要員 2 名及び現

場手動による格納容器ベント操作を行う重大事故等対応要員 3 名である。 

必要な要員と作業項目について第 2.1－3 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目

を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，災害対策

要員（初動）19 名及び参集要員 5 名で対処可能である。 

ａ．原子炉スクラムの確認 

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故（原子炉冷却材喪失事故を

除く。）が発生して原子炉がスクラムしたことを確認する。 

原子炉スクラムの確認に必要な計装設備は，平均出力領域計装等であ

る。 

ｂ．高圧注水機能喪失の確認 

原子炉スクラム後，原子炉水位の低下が継続し，原子炉水位異常低下

（レベル２）設定点に到達したが，高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離

時冷却系が自動起動していないことを確認し，中央制御室からの遠隔操
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作によりこれらの系統の手動起動を試みるが，これにも失敗したことを

確認する。また，主蒸気隔離弁が閉止し，逃がし安全弁（安全弁機能）

により原子炉圧力が制御されるとともに，再循環ポンプがトリップした

ことを確認する。 

高圧注水機能喪失の確認に必要な計装設備は，各系統の流量等である。 

ｃ．高圧代替注水系の起動操作 

高圧注水機能喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により高圧代

替注水系の系統構成操作及び起動操作を実施し，原子炉注水操作を開始

することで原子炉水位が回復することを確認する。なお，高圧代替注水

系による原子炉注水操作は解析上考慮しない。 

高圧代替注水系による原子炉注水操作に必要な計装設備は，高圧代替

注水系系統流量等である。 

ｄ．低圧注水機能喪失の確認 

高圧注水機能喪失の確認及び高圧代替注水系の起動操作失敗後，一連

の操作として中央制御室からの遠隔操作により低圧炉心スプレイ系及び

残留熱除去系（低圧注水系）の手動起動を試みるが，これにも失敗した

ことを確認する。 

低圧注水機能喪失の確認に必要な計装設備は，各系統の流量等である。 

ｅ．高圧注水機能及び低圧注水機能の回復操作 

高圧注水機能及び低圧注水機能の回復操作を実施する。 

ｆ．常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の起動操

作 

低圧注水機能喪失の確認後，一連の操作として中央制御室からの遠隔

操作により常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

を起動する。 
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常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の起動操

作に必要な計装設備は，常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力である。 

外部電源が喪失している場合は，中央制御室からの遠隔操作により常

設代替高圧電源装置を起動し，緊急用母線を受電する。 

緊急用母線の受電に必要な計装設備は，緊急用Ｍ／Ｃ電圧である。 

ｇ．可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の起動

操作 

低圧注水機能喪失の確認後，可搬型代替注水中型ポンプ準備，ホース

敷設等を実施する。 

ｈ．逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の起動操

作の完了後，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁（自動減圧

機能）7 弁を手動開放し，原子炉減圧を実施する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧に必要な

計装設備は，原子炉圧力等である。 

原子炉水位が燃料有効長頂部に到達した場合は炉心損傷がないことを

継続的に確認する。 

炉心損傷がないことを継続的に確認するために必要な計装設備は，格

納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ/Ｗ，Ｓ/Ｃ）である。 

ｉ．原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（常設）） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧により，

原子炉圧力が常設低圧代替注水系ポンプの吐出圧力を下回ると，原子炉

注水が開始され，原子炉水位が回復したことを確認する。 

また，原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）

設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間で維持する。 
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原子炉水位の調整操作に必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域，燃

料域），低圧代替注水系原子炉注水流量等である。 

ｊ．代替循環冷却系の起動操作 

格納容器圧力が 245kPa[gage]に到達した場合は，中央制御室からの遠

隔操作により，代替循環冷却系による格納容器除熱を実施する。なお，

代替循環冷却系による格納容器除熱は解析上考慮しない。 

代替循環冷却系の起動操作に必要な計装設備は，代替循環冷却系格納

容器スプレイ流量等である。 

ｋ．常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却操作 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納容器圧力及び雰囲気温度が

上昇する。格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達した場合又はドライウェ

ル雰囲気温度がドライウェル設計温度である 171℃に近接した場合は，

中央制御室からの遠隔操作により常設低圧代替注水系ポンプを用いた代

替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作を実施する。

また，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水操作を継続する。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却操作に必要な計装設備は，ドライウェル圧力，

サプレッション・チェンバ圧力，低圧代替注水系格納容器スプレイ流量，

サプレッション・プール水位等である。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却操作に伴い，サプレッション・プール水位は徐々

に上昇する。サプレッション・プール水位が，通常水位＋5.5m に到達し

た場合，格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作の準
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備として，中央制御室からの遠隔操作により格納容器圧力逃がし装置一

次隔離弁の開操作を実施する。さらに，サプレッション・プール水位が，

通常水位＋6.5m に到達した場合，中央制御室からの遠隔操作により常設

低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に

よる格納容器冷却操作を停止する。 

ｌ．格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作（サプレッ

ション・チェンバ側） 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却操作の停止後，格納容器圧力逃がし装置による

格納容器減圧及び除熱操作に備え炉心損傷が発生していないことを確認

する。また，格納容器減圧及び除熱操作前に，原子炉満水操作として，

原子炉水位を可能な限り高く維持することで，格納容器への放熱を抑制

し，格納容器圧力の上昇を緩和する。なお，原子炉満水操作は，解析上

考慮しない。 

格納容器圧力が 310kPa[gage]に到達した場合，中央制御室からの遠隔

操作により格納容器圧力逃がし装置二次隔離弁を全開としサプレッショ

ン・チェンバ側から格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除

熱操作を実施する。 

なお，格納容器圧力逃がし装置が使用できない場合には，耐圧強化ベ

ント系による格納容器減圧及び除熱操作が可能である。 

格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作に必要な計

装設備は，ドライウェル圧力，サプレッション・チェンバ圧力，格納容

器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ，Ｓ／Ｃ）等である。 

また，サプレッション・チェンバ側からの格納容器圧力逃がし装置の

ベントラインが水没しないことを確認する。 
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サプレッション・チェンバ側からの格納容器圧力逃がし装置のベント

ラインが水没しないことを確認するために必要な計装設備は，サプレッ

ション・プール水位等である。 

ｍ．可搬型代替注水中型ポンプによる水源補給操作 

水源補給のための可搬型代替注水中型ポンプ準備，ホース敷設等を実

施し，代替淡水貯槽の残量に応じて，可搬型代替注水中型ポンプにより

西側淡水貯水設備から代替淡水貯槽へ水源補給操作を実施する。 

可搬型代替注水中型ポンプによる水源補給操作に必要な計装設備は，

代替淡水貯槽水位である。 

ｎ．タンクローリによる燃料給油操作 

タンクローリにより可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替注水中型

ポンプに燃料給油を実施する。 

ｏ．使用済燃料プールの冷却操作 

代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃料プールへの注水及び冷却

を実施する。 

 

以降，炉心冷却は常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水操作により継続的に実施し，格納容器減圧及び除熱

操作は格納容器圧力逃がし装置により継続的に実施する。 

 

2.1.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過渡事象

（原子炉水位低下の観点で厳しい給水流量の全喪失を選定）を起因事象と
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し，逃がし安全弁により原子炉圧力が高圧状態に制御される「過渡事象（給

水流量の全喪失）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，

沸騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流，気液熱非平衡及び三次元効果，原子炉圧力容器

における冷却材放出（臨界流・差圧流），沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流及びＥＣＣＳ注水（給水系及び代替注水設備含む）

並びに格納容器における格納容器各領域間の流動，気液界面の熱伝達，構

造材との熱伝達及び内部熱伝導，スプレイ冷却及び格納容器ベントが重要

現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが可能である長

期間熱水力過渡変化解析コードＳＡＦＥＲ及びシビアアクシデント総合解

析コードＭＡＡＰにより，原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度，格

納容器圧力，格納容器雰囲気温度等の過渡応答を求める。なお，本有効性

評価では，ＳＡＦＥＲコードによる燃料被覆管温度の評価結果は，ベスト

フィット曲線の破裂判断基準に対して十分な余裕があることから，燃料被

覆管温度が高温となる領域において，燃料棒やチャンネルボックスの幾何

学的配置を考慮した詳細な輻射熱伝達計算を行うことで燃料被覆管温度を

ＳＡＦＥＲコードよりも低めに評価するＣＨＡＳＴＥコードは使用しない。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する主要な解析条件を第 2.1－2 表に示す。ま

た，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以
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下に示す。 

 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

高圧注水機能として高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系，

低圧注水機能として低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水

系）が機能喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源はあるものとする。 

外部電源がある場合，原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）

信号にて発生し，再循環ポンプトリップは，原子炉水位異常低下（レ

ベル２）信号にて発生する。このため，原子炉水位の低下が大きくな

ることで，炉心の冷却の観点で厳しくなる。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム 

原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）信号によるものとす

る。 

(b) 主蒸気隔離弁 

主蒸気隔離弁は，原子炉水位異常低下（レベル２）信号により閉止

するものとする。 

(c) ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能） 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）は，原
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子炉水位異常低下（レベル２）信号により再循環ポンプを全台トリッ

プさせるものとする。 

(d) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁（安全弁機能）にて原子炉冷却材圧力バウンダリの過

度の圧力上昇を抑制するものとする。また，手動操作による原子炉減

圧には，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁を使用するものとし，容

量として，1 弁当たり定格主蒸気流量の約 6％を処理するものとする。 

(e) 低圧代替注水系（常設） 

常設低圧代替注水系ポンプ 2 台を使用するものとし，注水流量は，

原子炉注水のみを実施する場合，機器設計上の最小要求値である最小

流量特性（注水流量：0m３／h～378m３／h，注水圧力：0MPa[dif]～

2.38MPa[dif] ※）とし，原子炉注水と格納容器スプレイを同時に実施

する場合，230m３／h（一定）を用いるものとする。また，原子炉水位

が原子炉水位高（レベル８）設定点まで回復した以降は，原子炉水位

を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持する。 

※ MPa[dif]…原子炉圧力容器と水源との差圧（以下同様） 

(f) 代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

常設低圧代替注水系ポンプ 2 台を使用するものとし，スプレイ流量

は，運転手順における調整範囲（102m３／h～130m３／h）の上限である

130m３／h（一定）を用いるものとする。また，格納容器圧力が

217kPa[gage]に到達した場合に停止し，279kPa[gage]に到達した場合

に再開する。 

(g) 格納容器圧力逃がし装置 

格納容器圧力逃がし装置二次隔離弁を全開とし，格納容器圧力が
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310kPa[gage]において 13.4kg／s の排気流量にて格納容器減圧及び除

熱操作を実施するものとする。 

なお，耐圧強化ベント系を使用する場合も同様となる。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対

する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧（常設

低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作）は，外部電源がない場合も考慮し，状況判断，高

圧注水機能喪失の確認，解析上考慮しない高圧代替注水系の起動，

低圧注水機能喪失の確認，常設代替高圧電源装置による緊急用母

線受電，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）の起動操作及び逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作に

よる原子炉減圧に要する時間を考慮して，事象発生 25 分後に実施

する。 

(b) 常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作は，格納容器圧力が 279kPa[gage]

に到達した場合に実施する。なお，格納容器スプレイは，サプレ

ッション・プール水位が通常水位＋6.5m に到達した場合に停止す

る。 

(c) 格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作は，格納

容器圧力が 310kPa[gage]に到達した場合に実施する。 

 

(3) 有効性評価の結果 
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本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内

外水位）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量及び原子炉圧力容器

内の保有水量の推移を第 2.1－4 図から第 2.1－8 図に，燃料被覆管温度，

燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数，燃料被覆管最高温度発

生位置におけるボイド率，平均出力燃料集合体のボイド率，炉心下部プレ

ナム部のボイド率の推移及び燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆管

温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を第 2.1－9 図から第 2.1－14

図に，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度，サプレッション・プール水位

及びサプレッション・プール水温度の推移を第 2.1－15 図から第 2.1－18

図に示す。 

※ 炉心冷却の観点ではシュラウド内水位に着目し，運転員操作の観点ではシュ

ラウド外水位に着目するためシュラウド内外水位を合わせて示している。な

お，シュラウド内は炉心部で発生するボイドを含む水位であることから，原

子炉水位が低下する過程ではシュラウド外水位と比較して高めの水位を示す。 

ａ．事象進展 

給水流量の全喪失が発生することで原子炉水位は低下し，原子炉水位

低（レベル３）信号により原子炉がスクラムする。原子炉水位が原子炉

水位異常低下（レベル２）設定点まで低下すると，主蒸気隔離弁の閉止

及び再循環ポンプトリップが発生するとともに，原子炉隔離時冷却系及

び高圧炉心スプレイ系の自動起動信号が発信するが，機器故障等により

自動起動及び手動起動に失敗する。その後，一連の操作として低圧炉心

スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水系）の手動起動を試みるが，機

器故障等により失敗し，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注

水系）の吐出圧力が確保されないため，自動減圧系についても作動しな

い。このため，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常
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設）の起動操作を実施し，事象発生の 25 分後に，手動操作により逃がし

安全弁（自動減圧機能）7 弁による原子炉減圧を実施することで，常設

低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注

水を開始する。原子炉減圧を開始すると，原子炉冷却材の流出により原

子炉水位は低下し，燃料有効長頂部を下回るが，原子炉圧力が低下し常

設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水が開始されると，原子炉水位が回復し炉心は再冠水する。 

燃料被覆管最高温度発生位置のボイド率は，原子炉減圧操作による原

子炉圧力の低下に伴い上昇する。熱伝達係数は，燃料被覆管最高温度発

生位置が露出し，核沸騰冷却から蒸気冷却に移行することで低下する。

原子炉圧力が低下し，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水流量が増加することで炉心が再冠水すると，

ボイド率は低下し，熱伝達係数が上昇することで燃料被覆管温度は低下

する。平均出力燃料集合体及び炉心下部プレナムのボイド率については，

原子炉水位及び原子炉圧力の変化に伴い増減する。 

また，崩壊熱除去機能が喪失しているため，原子炉圧力容器で発生し

た蒸気が逃がし安全弁を介して格納容器内に放出されることで，格納容

器圧力及び雰囲気温度が上昇する。このため，格納容器圧力が

279kPa[gage]に到達した時点で，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代

替格納容器スプレイ冷却系（常設）の格納容器冷却操作を実施すること

により，格納容器圧力及び雰囲気温度の上昇は抑制される。常設低圧代

替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格

納容器冷却操作を実施することでサプレッション・プール水位は徐々に

上昇し，事象発生の約 27 時間後にサプレッション・プール水位が通常水

位＋6.5m 到達した時点でサプレッション・チェンバ側のベントラインの
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機能維持のために常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作を停止する。これにより格

納容器圧力及び雰囲気温度は再び上昇傾向に転じ，事象発生の約 28 時間

後に格納容器圧力が 310kPa[gage]に到達した時点で格納容器圧力逃が

し装置による格納容器減圧及び除熱操作を実施することにより，格納容

器圧力及び雰囲気温度は安定又は低下傾向となる。なお，格納容器減圧

及び除熱操作実施時のサプレッション・プール水位は，ベント管真空破

壊装置及びサプレッション・チェンバ側のベントライン設置高さと比較

して十分に低く推移するため，これらの設備の機能は維持される。 

 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管温度は，第 2.1－9 図に示すとおり，常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた低圧代替注水系（常設）の原子炉注水操作により原子炉水

位が回復するまでの期間は，一時的な炉心の露出に伴い上昇し，事象発

生の約 35 分後に最高温度の約 338℃に到達するが，評価項目である

1,200℃を下回る。燃料被覆管の最高温度は，平均出力燃料集合体で発生

している。また，燃料被覆管の酸化量は，酸化反応が著しくなる前の燃

料被覆管厚さの 1％以下であり，評価項目である 15％を下回る。 

（添付資料 2.1.1） 

原子炉圧力は，第 2.1－4 図に示すとおり，逃がし安全弁（安全弁機能）

の作動により，約 7.79MPa[gage]以下に維持される。このため，原子炉

冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容器底

部圧力との差（0.3MPa 程度）を考慮しても，約 8.09MPa[gage]以下であ

り，評価項目である最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を下回る。 

格納容器圧力は，第 2.1－15 図に示すとおり，崩壊熱除去機能が喪失
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しているため，原子炉圧力容器で発生した蒸気が格納容器内に放出され

ることによって，事象発生後に上昇傾向が継続するが，格納容器圧力逃

がし装置による格納容器減圧及び除熱操作により低下傾向となる。事象

発生の約 28 時間後に最高値の約 0.31MPa[gage]となるが，格納容器バウ

ンダリにかかる圧力は，評価項目である最高使用圧力の 2 倍

（0.62MPa[gage]）を下回る。格納容器雰囲気温度は，第 2.1－16 図に示

すとおり，事象発生の約 28 時間後に最高値の約 143℃となり，以降は低

下傾向となっていることから，格納容器バウンダリにかかる温度は，評

価項目である 200℃を下回る。 

第 2.1－5 図に示すように，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水操作を継続することで，炉心の冠水

状態が維持され，炉心冷却が維持される。また，第 2.1－15 図及び第 2.1

－16 図に示すように，格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び

除熱操作を継続することで，高温停止での安定状態が確立する。 

格納容器圧力逃がし装置及び耐圧強化ベント系による格納容器減圧及

び除熱操作実施時の敷地境界外での実効線量は，ベントタイミングに有

意な差はないが，原子炉冷却材圧力バウンダリの破断箇所からドライウ

ェルに放出された核分裂生成物がドライウェルベントによりサプレッシ

ョン・プールでのスクラビング効果による除染を見込まずに環境へ放出

される評価としているため，敷地境界外の実効線量が厳しくなる「2.6 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失」の評価結果以下となり，5mSv を下回ることか

ら，周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはな

い。 

（添付資料 2.1.2） 

安定状態が確立した以降は，残留熱除去系を復旧した後，残留熱除去
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系（原子炉停止時冷却系）により冷温停止状態とする。 

以上により，本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(4)の評価項目及び周辺の公衆に対して著しい

放射線被ばくのリスクを与えないことについて，対策の有効性を確認し

た。 

 

2.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲としては，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価する。 

本重要事故シーケンスでは，高圧・低圧注水機能喪失に伴い原子炉水位が

低下するため，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

の起動後に手動操作により原子炉を減圧して原子炉注水操作を実施すること

並びに崩壊熱除去機能喪失に伴い格納容器圧力及び雰囲気温度が上昇するた

め，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作を実施すること及び格納容器圧力逃がし装置による

格納容器減圧及び除熱操作を実施することが特徴である。よって，不確かさ

の影響を確認する運転員等操作は，事象進展に有意な影響を与えると考えら

れる操作として，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減

圧（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水操作），常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納容器冷却操作及び格納容器圧力逃がし装置による格納

容器減圧及び除熱操作とする。 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を実施する重要現象
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は，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すと

おりであり，それらの不確かさの影響評価の結果を以下に示す。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か

さとして，解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて最大 50℃程

度高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さ

く評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大き

くなることで，燃料被覆管温度は低くなるが，操作手順（速やかに注水

手段を準備すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起

点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高めに評価する可能性がある。よって，実際の燃料被

覆管温度は低くなるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）

に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格

納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格納容

器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小さく

なるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の傾向

を適切に再現できていることから，格納容器圧力及び雰囲気温度を操作
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開始の起点とする常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及び格納容器圧力逃がし装

置による格納容器減圧及び除熱操作に係る運転員等操作時間に与える影

響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器温度

及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確認してお

り，その差異は小さいことから，格納容器圧力及び雰囲気温度を操作開

始の起点としている常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器ス

プレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及び格納容器圧力逃がし

装置による格納容器減圧及び除熱操作に係る運転員等操作時間に与える

影響は小さい。 

（添付資料 2.1.3） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か

さとして，解析コードは実験解析において熱伝達モデルの保守性により

燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析においても燃料被覆管

温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高く評価することから，評価項目となるパラメータに

対する余裕は大きくなる。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格
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納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格納容

器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小さく

なるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の傾向

を適切に再現できていることから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器雰

囲気温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確

認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 2.1.3） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第 2.1

－2 表に示すとおりであり，これらの条件設定を設計値等の最確条件と

した場合の影響を評価する。解析条件の設定に当たっては，設計値を用

いるか又は評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるよう保

守的な設定をしていることから，この中で事象進展に有意な影響を与え

る可能性がある項目について，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，操作手順（速やかに注

水手段を準備すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始
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の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなるため，原子炉からサプレッショ

ン・プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は

遅くなるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）に変わり

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。また，同様

に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッション・プール水位及

びサプレッション・プール水温度の上昇が遅くなり，これらのパラメ

ータを操作開始の起点とする運転員等操作の開始時間は遅くなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，起因事象発生から原子炉ス

クラムまでの期間の原子炉水位の低下を厳しくする条件として，外部

電源ありを想定している。外部電源がない場合でも，非常用母線は非

常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（以

下「非常用ディーゼル発電機等」という。）から自動的に受電され，ま

た，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の起

動操作時間は，外部電源がない場合も考慮して設定していることから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，最確条件とした場合，おお

むね注水開始後の原子炉水位の回復が早くなり，炉心冠水後の原子炉
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水位の維持操作の開始が早くなるが，原子炉減圧から水位回復までの

原子炉水位を継続監視している期間の流量調整操作であることから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，解析条件で設

定したスプレイ流量（130m３／h 一定）に対して，最確条件は運転手順

における流量調整の範囲（102m３／h～130m３／h）となる。最確条件と

した場合，サプレッション・プール水位の上昇が緩和されることから，

サプレッション・プール水位を操作開始の起点とする運転員等操作の

開始時間は遅くなる。 

（添付資料 2.1.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなるため，原子炉からサプレッショ

ン・プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は

緩和され，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和される。また，

同様に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッション・プール水

位及びサプレッション・プール水温度の上昇は遅くなることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象
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進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，起因事象発生から原子炉ス

クラムまでの期間の原子炉水位の低下を厳しくする条件として，外部

電源ありを想定している。外部電源がない場合は，外部電源喪失に伴

い原子炉スクラム，再循環ポンプトリップ等が発生するため，外部電

源がある場合と比較して原子炉水位の低下は緩和されることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，最確条件とした場合，おお

むね注水開始後の原子炉水位の回復が早くなることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

機器条件の代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，解析条件で設

定したスプレイ流量（130m３／h 一定）に対して，最確条件は運転手順

における流量調整の範囲（102m３／h～130m３／h）となる。最確条件と

した場合でも，スプレイ流量は，格納容器圧力の上昇を抑制可能な範

囲で調整し，また，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の停止後に

格納容器最高使用圧力に到達した時点で格納容器ベントを実施する運

転員等操作に変わりはなく，格納容器圧力の最大値はおおむね格納容

器ベント時の圧力で決定されることから，評価項目となるパラメータ

に与える影響はない。 

（添付資料 2.1.3） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配

置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実
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さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響

を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパ

ラメータに与える影響を評価した。評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉

減圧（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水操作）は，解析上の操作開始時間として，事象発生か

ら 25 分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，認

知時間及び操作所要時間は，余裕時間を含めて設定していることから，

実態の操作開始時間は解析上の設定よりも若干早まる可能性がある。 

操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）による格納容器冷却操作は，解析上の操作開始時間

として，格納容器圧力 279kPa[gage]到達時を設定している。運転員等

操作時間に与える影響として，不確かさ要因により操作開始時間に与

える影響は小さいことから，実態の操作開始時間は解析上の設定とほ

ぼ同等となる。本操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く。）

の不確かさにより，操作開始時間は遅くなる可能性があるが，並列し

て実施する場合がある原子炉水位の調整操作とは同一の制御盤による

対応が可能であることから，この他の操作に与える影響はない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操

作は，解析上の操作開始時間として，格納容器圧力 310kPa[gage]到達

時を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，不確かさ

要因により操作開始時間に与える影響は小さいことから，実態の操作

開始時間は解析上の設定とほぼ同等となる。仮に中央制御室での遠隔

操作に失敗した場合は，現場操作にて対応するため，75 分程度操作開
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始時間が遅れる可能性がある。本操作は，解析コード及び解析条件（操

作条件を除く。）の不確かさにより，操作開始時間は遅くなる可能性が

あるが，並列して実施する場合がある原子炉水位の調整操作とは異な

る運転員による対応が可能であることから，この他の操作に与える影

響はない。なお，遠隔操作失敗時に現場操作にて対応する場合にも，

異なる要員により対応が可能であることから，この他の操作に与える

影響はない。 

（添付資料 2.1.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉

減圧（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水操作）は，運転員等操作時間に与える影響として，実

態の操作開始時間は解析上の操作開始時間よりも早くなる可能性があ

り，この場合は，原子炉への注水開始が早くなることで，原子炉水位

の回復が早くなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕

は大きくなる。 

操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）による格納容器冷却操作は，運転員等操作時間に与

える影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間よりも

遅くなる可能性があるが，この場合でもパラメータが操作実施基準に

到達した時点で開始することで同等の効果が得られ，有効性評価解析

における格納容器圧力の最大値に変わりがないことから，評価項目と

なるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操

作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は
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解析上の操作開始時間よりも遅くなる可能性があるが，この場合でも

パラメータが操作実施基準に到達した時点で開始することで同等の効

果が得られ，有効性評価解析における格納容器圧力の最大値に変わり

がないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。仮

に格納容器ベント時に遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて対応

するため，75 分程度操作開始時間は遅れる可能性がある。この場合，

格納容器圧力は 0.31MPa[gage]より若干上昇し，評価項目となるパラ

メータに影響を及ぼすが，この場合でも 0.62MPa[gage]を十分に下回

ると考えられることから，格納容器の健全性の観点からは問題となら

ない。 

（添付資料 2.1.3） 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目と

なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間

余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧

（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水操作）は，同様に高圧・低圧注水機能が喪失し，原子炉減圧操作も

25 分であることから事象進展が同等となる「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」に

おいて，10 分の減圧操作開始遅れを想定した場合でも，燃料被覆管の破裂

は発生せず，評価項目を満足することから時間余裕がある。また，25 分の

減圧操作遅れを想定した場合には，一部の燃料被覆管に破裂が発生するが，

炉心の著しい損傷は発生せず，格納容器ベント時の敷地境界外線量も約

4.4mSv となり 5mSv を下回るが，この場合には格納容器雰囲気放射線モニ

タにより炉心損傷の判断を行い，炉心損傷後のマネジメントに移行するた
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め，重大事故での対策の範囲となる。 

操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（常設）による格納容器冷却操作は，事象発生の約 14 時間後に実施す

るものであり，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作は，

事象発生の約 28 時間後に実施するものであり，準備時間が確保できること

から，時間余裕がある。仮に，中央制御室からの遠隔操作に失敗し，現場

操作にて格納容器圧力逃がし装置二次隔離弁の開操作を実施する場合には，

格 納 容 器 ベ ン ト 操 作 の 開 始 が 遅 れ る こ と で ， 格 納 容 器 圧 力 は

0.31MPa[gage]から上昇するが，過圧の観点で厳しい「3.1 雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において，スプレイを実

施 し な い 場 合 に 格 納 容 器 圧 力 が 0.31MPa[gage] に 到 達 し て か ら

0.62MPa[gage]に到達するまで 11 時間程度の時間余裕があり，現場操作に

要する時間は 75 分程度であることから，時間余裕がある。 

（添付資料 2.1.3，2.6.6） 

 

(4) ま と め 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を確認した。この結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラメータ

に対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間

余裕がある。 
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2.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」の重大事故等対策

に必要な災害対策要員（初動）は，「2.1.1（3）炉心損傷防止対策」に示す

とおり 19 名であり，災害対策要員（初動）の 39 名で対処可能である。 

また，事象発生 2 時間以降に必要な参集要員は 5 名であり，発電所外か

ら 2 時間以内に参集可能な要員の 71 名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資材の評価 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」において，必要な

水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて評価を行い，

以下のとおりである。 

ａ．水  源 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作及び代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器

冷却操作については，7 日間の対応を考慮すると，合計約 5,350m３の水

が必要となる。 

水源として，代替淡水貯槽に約 4,300m３及び西側淡水貯水設備に約

5,000m３，合計約 9,300m３の水を保有しており，可搬型代替注水中型ポン

プを用いて，西側淡水貯水設備から代替淡水貯槽への補給を行うことで，

代替淡水貯槽を枯渇させることなく，7 日間の対応が可能である。 

なお，外部電源喪失を想定した場合でも同様である。 

（添付資料 2.1.4） 

 

ｂ．燃  料 
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外部電源喪失を想定した場合，事象発生直後から 7 日間の非常用ディ

ーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機及び常設代替交流

電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）の運転を想定すると，非常用デ

ィーゼル発電機については約 484.0kL，高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機については約 130.3kL，常設代替交流電源設備（常設代替高圧電

源装置 2 台）については約 141.2kL，合計で 755.5kL の軽油が必要とな

る。軽油貯蔵タンクには約 800kL の軽油を保有していることから，非常

用ディーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機及び常設代

替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）による 7 日間の電源供給

の継続が可能である。 

可搬型代替注水中型ポンプ（1 台）による西側淡水貯水設備から代替

淡水貯槽への補給について，事象発生直後から 7 日間の可搬型代替注水

中型ポンプ（1 台）の運転を想定すると，約 6.0kL の軽油が必要となる。

可搬型設備用軽油タンクには約 210kL の軽油を保有していることから，

可搬型代替注水中型ポンプ（1 台）による 7 日間の西側淡水貯水設備か

ら代替淡水貯槽への補給の継続が可能である。 

（添付資料 2.1.5） 

 

ｃ．電  源 

外部電源喪失を想定した場合，重大事故等対策時に必要な負荷のうち，

非常用ディーゼル発電機等からの電源供給を考慮する負荷については，

非常用ディーゼル発電機等の容量内に収まることから，必要負荷に対し

ての電源供給が可能である。 

常設代替交流電源設備からの電源供給を考慮する負荷については約

1,128kW であるが，常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）
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の連続定格容量は 2,208kW であることから，必要負荷に対しての電源供

給が可能である。 

（添付資料 2.1.6） 

 

 

2.1.5 結  論 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」では，高圧・低圧注

水機能が喪失することで，原子炉水位の低下が継続し，炉心損傷に至ること

が特徴である。事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」に対す

る炉心損傷防止対策としては，初期の対策として逃がし安全弁（自動減圧機

能）の手動操作による原子炉減圧及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段を整備し，安定状態に向けた対

策として，逃がし安全弁（自動減圧機能）を開維持することで常設低圧代替

注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による炉心冷却を継続する。

また，格納容器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として常設

低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

格納容器冷却手段及び格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱

手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」の重要事故シーケン

ス「過渡事象（給水流量の全喪失）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」

について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による

原子炉減圧，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水操作を継続し，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納

容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及び格納容器圧力逃が
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し装置による格納容器減圧及び除熱操作を実施することで，炉心の著しい損

傷を防止することができる。 

その結果，燃料被覆管最高温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリ

にかかる圧力並びに格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目

を満足している。また，安定状態を維持することができる。 

なお，格納容器圧力逃がし装置の使用による敷地境界外での実効線量は，

周辺公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響について確認した結果，運転員

等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕につい

て確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能である。ま

た，必要な水源，燃料及び電源については， 7 日間以上の供給が可能である。 

以上のことから，事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」に

おいて，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び常

設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水

操作並びに常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作及び格納容器圧力逃がし装置による格納容

器減圧及び除熱操作の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに

対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「高圧・低圧注

水機能喪失」に対して有効である。 

 



 

 

2.1-32

第
2
.
1
－

1
表

 
高

圧
・

低
圧

注
水

機
能

喪
失

に
お

け
る

重
大

事
故

等
対

策
に

つ
い

て
（

1
／

5
）

 

操
作

及
び

確
認

 
手

 
 

順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

設
備

 
可

搬
型

設
備

 
計

装
設

備
 

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
の

確
認

 
・

原
子

炉
が

ス
ク

ラ
ム

し
た

こ
と

を
確

認
す

る
。

 
－

 
－

 
平

均
出

力
領

域
計

装
＊
 

起
動

領
域

計
装

＊
 

高
圧

注
水

機
能

喪
失

の
確

認
 

・
原

子
炉

水
位

が
，

原
子

炉
水

位
異

常
低

下
（

レ
ベ

ル
２

）
設

定
点

に
到

達
し

た
こ

と
を

確
認

す
る

。
 

・
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

及
び

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
の

自
動

起
動

に
失

敗
し

た
こ

と
を

確
認

す
る

。
 

・
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

及
び

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
の

手
動

起
動

操
作

を
実

施
し

，
手

動
起

動
に

失

敗
し

た
こ

と
を

確
認

す
る

。
 

・
こ

れ
ら

に
よ

り
，

高
圧

注
水

機
能

喪
失

と
判

断
す

る
。

 

・
主

蒸
気

隔
離

弁
が

閉
止

し
，

逃
が

し
安

全
弁

（
安

全
弁

機
能

）
に

よ
り

原
子

炉
圧

力
が

制
御

さ
れ

て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

・
再

循
環

ポ
ン

プ
が

ト
リ

ッ
プ

し
た

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

主
蒸

気
隔

離
弁

＊
 

Ａ
Ｔ

Ｗ
Ｓ

緩
和

設
備

（
代

替
原

子
炉

再
循

環
ポ

ン
プ

ト
リ

ッ
プ

機
能

）
 

逃
が

し
安

全
弁

（
安

全
弁

機
能

）
＊
 

 

－
 

原
子

炉
水

位
（

広
帯

域
，
燃

料
域

）
＊
 

原
子

炉
水

位
（

Ｓ
Ａ

広
帯

域
，

Ｓ
Ａ

燃
料

域
）

 

高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
系

統
流

量
＊
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
系

統
流

量
＊
 

原
子

炉
圧

力
＊
 

原
子

炉
圧

力
（

Ｓ
Ａ

）
 

高
圧

代
替

注
水

系
の

起
動

操
作

 
・

高
圧

注
水

機
能

喪
失

の
確

認
後

，
高

圧
代

替
注

水

系
の

系
統

構
成

操
作

及
び

起
動

操
作

を
実

施
す

る
。

 

高
圧

代
替

注
水

系
 

－
 

高
圧

代
替

注
水

系
系

統
流

量
 

低
圧

注
水

機
能

喪
失

の
確

認
 

・
高

圧
注

水
機

能
喪

失
の

確
認

及
び

高
圧

代
替

注
水

系
の

起
動

操
作

失
敗

後
，

一
連

の
操

作
と

し
て

低

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

及
び

残
留

熱
除

去
系

（
低

圧

注
水

系
）

の
手

動
起

動
操

作
を

実
施

し
，

手
動

起

動
に

失
敗

し
た

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

－
 

－
 

低
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
ポ

ン
プ

吐
出

圧
力

＊
 

残
留

熱
除

去
系

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力
＊
 

：
有

効
性

評
価

上
考

慮
し

な
い

操
作

 

＊
 

既
許

可
の

対
象

と
な

っ
て

い
る

設
備

を
重

大
事

故
等

対
処

設
備

に
位

置
付

け
る

も
の

 

 
 



 

 

2.1-33

第
2
.
1
－

1
表

 
高

圧
・

低
圧

注
水

機
能

喪
失

に
お

け
る

重
大

事
故

等
対

策
に

つ
い

て
（

2
／

5
）

 

操
作

及
び

確
認

 
手

 
 

順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

設
備

 
可

搬
型

設
備

 
計

装
設

備
 

高
圧

注
水

機
能

及
び

低
圧

注
水

機

能
の

回
復

操
作

 

・
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

，
原

子
炉

隔
離

時
冷

却
系

，

低
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
及

び
残

留
熱

除
去

系
（

低

圧
注

水
系

）
の

回
復

操
作

を
実

施
す

る
。

 

－
 

－
 

－
 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

を

用
い

た
低

圧
代

替
注

水
系

（
常

設
）

の
起

動
操

作
 

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失
の

確
認

後
，

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

を
用

い
た

低
圧

代
替

注
水

系
（

常

設
）

を
起

動
す

る
。

 

・
外

部
電

源
が

喪
失

し
て

い
る

場
合

は
，

常
設

代
替

高
圧

電
源

装
置

を
起

動
し

，
緊

急
用

母
線

を
受

電

す
る

。
 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

 

代
替

淡
水

貯
槽

 

常
設

代
替

高
圧

電
源

装
置

 

軽
油

貯
蔵

タ
ン

ク
＊

 

－
 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

吐

出
圧

力
 

緊
急

用
Ｍ

／
Ｃ

電
圧

 

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

を

用
い

た
低

圧
代

替
注

水
系

（
可

搬

型
）

の
起

動
操

作
 

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失
の

確
認

後
，

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

準
備

，
ホ

ー
ス

敷
設

等
を

実
施

す

る
。

 

西
側

淡
水

貯
水

設
備

 
可

搬
型

代
替

注

水
中

型
ポ

ン
プ

 

 

－
 

逃
が

し
安

全
弁

（
自

動
減

圧
機

能
）

の
手

動
操

作
に

よ
る

原
子

炉
減

圧
 

・
常

設
低

圧
代

替
注

水
系

ポ
ン

プ
を

用
い

た
低

圧
代

替
注

水
系

（
常

設
）

の
起

動
操

作
の

完
了

後
，

逃

が
し

安
全

弁
（

自
動

減
圧

機
能

）
7
弁

を
手

動
開

放

す
る

こ
と

に
よ

り
，

原
子

炉
減

圧
操

作
を

実
施

す

る
。

 

・
原

子
炉

水
位

が
燃

料
有

効
長

頂
部

を
下

回
っ

た
場

合
は

，
炉

心
損

傷
が

な
い

こ
と

を
継

続
的

に
確

認

す
る

。
 

逃
が

し
安

全
弁

（
自

動
減

圧
機

能
）

＊
 

非
常

用
窒

素
供

給
系

高
圧

窒
素

ボ
ン

ベ
＊

 

－
 

原
子

炉
圧

力
＊

 

原
子

炉
圧

力
（

Ｓ
Ａ

）
 

格
納

容
器

雰
囲

気
放

射
線

モ
ニ

タ

（
Ｄ

／
Ｗ

，
Ｓ

／
Ｃ

）
＊

 

 

：
有

効
性

評
価

上
考

慮
し

な
い

操
作

 

＊
 

既
許

可
の

対
象

と
な

っ
て

い
る

設
備

を
重

大
事

故
等

対
処

設
備

に
位

置
付

け
る

も
の

 

  



 

 

2.1-34

第
2
.
1
－

1
表

 
高

圧
・

低
圧

注
水

機
能

喪
失

に
お

け
る

重
大

事
故

等
対

策
に

つ
い

て
（

3
／

5
）

 

操
作

及
び

確
認

 
手

 
 

順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

設
備

 
可

搬
型

設
備

 
計

装
設

備
 

原
子

炉
水

位
の

調
整

操
作

 

（
低

圧
代

替
注

水
系

（
常

設
）
）

 

・
原

子
炉

減
圧

に
よ

り
常

設
低

圧
代

替
注

水
系

ポ
ン

プ
を

用
い

た
低

圧
代

替
注

水
系

（
常

設
）

か
ら

の

原
子

炉
注

水
が

開
始

さ
れ

，
原

子
炉

水
位

が
回

復

し
た

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

・
原

子
炉

水
位

回
復

後
は

，
原

子
炉

水
位

を
原

子
炉

水
位

低
（

レ
ベ

ル
３

）
設

定
点

か
ら

原
子

炉
水

位

高
（

レ
ベ

ル
８

）
設

定
点

の
間

に
維

持
す

る
。

 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

 

代
替

淡
水

貯
槽

 

常
設

代
替

高
圧

電
源

装
置

 

軽
油

貯
蔵

タ
ン

ク
＊

 

－
 

原
子

炉
水

位
（

広
帯

域
，
燃

料
域

）
＊
 

原
子

炉
水

位
（

Ｓ
Ａ

広
帯

域
，

Ｓ
Ａ

燃
料

域
）

 

低
圧

代
替

注
水

系
原

子
炉

注
水

流
量

 

代
替

淡
水

貯
槽

水
位

 

代
替

循
環

冷
却

系
の

起
動

操
作

 
・

格
納

容
器

圧
力

が
2
4
5
k
P
a
［

g
a
g
e
］

に
到

達
し

た

場
合

は
，

代
替

循
環

冷
却

系
に

よ
る

格
納

容
器

ス

プ
レ

イ
操

作
を

実
施

す
る

。
 

 

緊
急

用
海

水
系

 

代
替

循
環

冷
却

系
ポ

ン
プ

 

常
設

代
替

高
圧

電
源

装
置

 

軽
油

貯
蔵

タ
ン

ク
＊

 

－
 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

圧
力

＊
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・
チ

ェ
ン

バ
圧

力
＊
 

緊
急

用
海

水
系

流
量

（
残

留
熱

除
去

系
熱

交
換

器
）

 

代
替

循
環

冷
却

系
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
流

量
 

：
有

効
性

評
価

上
考

慮
し

な
い

操
作

 

＊
 

既
許

可
の

対
象

と
な

っ
て

い
る

設
備

を
重

大
事

故
等

対
処

設
備

に
位

置
付

け
る

も
の

  

 
 



 

 

2.1-35

第
2
.
1
－

1
表

 
高

圧
・

低
圧

注
水

機
能

喪
失

に
お

け
る

重
大

事
故

等
対

策
に

つ
い

て
（

4
／

5
）

 

操
作

及
び

確
認

 
手

 
 

順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

設
備

 
可

搬
型

設
備

 
計

装
設

備
 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

を

用
い

た
代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ

冷
却

系
(
常

設
)
に

よ
る

格
納

容
器

冷
却

操
作

 

・
格

納
容

器
圧

力
が

2
7
9
k
P
a
[
g
a
g
e
]
 
又

は
ド

ラ
イ

ウ

ェ
ル

雰
囲

気
温

度
が

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

設
計

温
度

で

あ
る

1
7
1
℃

に
近

接
し

た
こ

と
を

確
認

す
る

。
 

・
常

設
低

圧
代

替
注

水
系

ポ
ン

プ
を

用
い

た
代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
冷

却
系

(
常

設
)
に

よ
る

格
納

容

器
冷

却
操

作
を

実
施

す
る

。
 

・
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

水
位

が
，

通
常

水
位

＋
5
.
5
m
に

到
達

し
た

時
点

で
，

格
納

容
器

圧
力

逃

が
し

装
置

に
よ

る
格

納
容

器
減

圧
及

び
除

熱
操

作

の
準

備
を

実
施

す
る

。
 

・
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

水
位

が
，

通
常

水
位

＋
6
.
5
m
に

到
達

し
た

時
点

で
，

常
設

低
圧

代
替

注

水
系

ポ
ン

プ
を

用
い

た
代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ

冷
却

系
（

常
設

）
に

よ
る

格
納

容
器

冷
却

操
作

を

停
止

す
る

。
 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

 

代
替

淡
水

貯
槽

 

常
設

代
替

高
圧

電
源

装
置

 

軽
油

貯
蔵

タ
ン

ク
＊
 

－
 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

圧
力

＊
 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

雰
囲

気
温

度
＊
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・
チ

ェ
ン

バ
圧

力
＊
 

低
圧

代
替

注
水

系
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
流

量
 

代
替

淡
水

貯
槽

水
位

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水

位
＊
 

原
子

炉
水

位
（

広
帯

域
，
燃

料
域

）
＊
 

原
子

炉
水

位
（

Ｓ
Ａ

広
帯

域
，

Ｓ
Ａ

燃
料

域
）

 

低
圧

代
替

注
水

系
原

子
炉

注
水

流
量

 

 

格
納

容
器

圧
力

逃
が

し
装

置
に

よ

る
格

納
容

器
減

圧
及

び
除

熱
操

作

（
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
チ

ェ
ン

バ

側
）

 

・
原

子
炉

満
水

操
作

と
し

て
，

原
子

炉
水

位
を

可
能

な
限

り
高

く
維

持
す

る
。

 

・
格

納
容

器
圧

力
が

3
1
0
k
P
a
［

g
a
g
e
］

に
到

達
し

た

こ
と

を
確

認
し

，
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
チ

ェ
ン

バ

側
か

ら
格

納
容

器
圧

力
逃

が
し

装
置

に
よ

る
格

納

容
器

減
圧

及
び

除
熱

操
作

を
実

施
す

る
。

 

格
納

容
器

圧
力

逃
が

し
装

置
 

－
 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

圧
力

＊
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・
チ

ェ
ン

バ
圧

力
＊
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水

位
＊
 

格
納

容
器

雰
囲

気
放

射
線

モ
ニ

タ

（
Ｄ

／
Ｗ

，
Ｓ

／
Ｃ

）
＊
 

フ
ィ

ル
タ

装
置

出
口

放
射

線
モ

ニ
タ

（
高

レ
ン

ジ
，

低
レ

ン
ジ

）
 

＊
 
既

許
可

の
対

象
と

な
っ

て
い

る
設

備
を

重
大

事
故

等
対

処
設

備
に

位
置

付
け

る
も

の
  



 

 

2.1-36

第
2
.
1
－

1
表

 
高

圧
・

低
圧

注
水

機
能

喪
失

に
お

け
る

重
大

事
故

等
対

策
に

つ
い

て
（

5
／

5
）

 

操
作

及
び

確
認

 
手

 
 

順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

設
備

 
可

搬
型

設
備

 
計

装
設

備
 

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

に

よ
る

水
源

補
給

操
作

 

・
水

源
補

給
の

た
め

の
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
の

移
動

，
ホ

ー
ス

敷
設

等
を

実
施

す
る

。
 

・
代

替
淡

水
貯

槽
の

残
量

に
応

じ
て

，
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
に

よ
り

西
側

淡
水

貯
水

設
備

か

ら
代

替
淡

水
貯

槽
に

水
源

補
給

操
作

を
実

施
す

る
。

 

代
替

淡
水

貯
槽

 

西
側

淡
水

貯
水

設
備

 

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

 

代
替

淡
水

貯
槽

水
位

 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

に
よ

る
燃

料
給

油

操
作

 

・
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
に

よ
り

可
搬

型
設

備
用

軽
油

タ
ン

ク
か

ら
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料

給
油

を
実

施
す

る
。

 

可
搬

型
設

備
用

軽
油

タ
ン

ク
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

 
－

 

使
用

済
燃

料
プ

ー
ル

の
冷

却
操

作
 

・
代

替
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

系
等

を
用

い
て

使
用

済
燃

料
プ

ー
ル

へ
の

注
水

操
作

及
び

冷
却

操
作

を
実

施

す
る

。
 

－
 

－
 

－
 

：
有

効
性

評
価

上
考

慮
し

な
い

操
作

 

 
 



 

 

2.1-37

第
2
.
1
－

2
表

 
主

要
解

析
条

件
（

高
圧

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失
）
（

1
／

5
）

 

項
 

 
目

 
主

要
解

析
条

件
 

条
件

設
定

の
考

え
方

 

解
析

コ
ー

ド
 

原
子

炉
側

：
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

 

格
納

容
器

側
：

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

 
本

重
要

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
の

重
要

現
象

を
評

価
で

き
る

解
析

コ
ー

ド
 

初 期 条 件 

原
子

炉
熱

出
力

 
3
,
2
9
3
M
W
 

定
格

熱
出

力
を

設
定

 

原
子

炉
圧

力
 

（
圧

力
容

器
ド

ー
ム

部
）

 
6
.
9
3
M
P
a
[
g
a
g
e
]
 

定
格

圧
力

を
設

定
 

原
子

炉
水

位
 

通
常

運
転

水
位

（
セ

パ
レ

ー
タ

 

ス
カ

ー
ト

下
端

か
ら

＋
1
2
6
㎝

）
 

通
常

運
転

水
位

を
設

定
 

炉
心

流
量

 
4
8
,
3
0
0
t
／

h
 

定
格

流
量

を
設

定
 

炉
心

入
口

温
度

 
約

2
7
8
℃

 
熱

平
衡

計
算

に
よ

る
値

 

炉
心

入
口

サ
ブ

ク
ー

ル
度

 
約

9
℃

 
熱

平
衡

計
算

に
よ

る
値

 

燃
 

 
料

 
９

×
９

燃
料

（
Ａ

型
）

 

９
×

９
燃

料
（

Ａ
型

）
と

９
×

９
燃

料
（

Ｂ
型

）
は

，
熱

水
力

的
な

特
性

は
ほ

ぼ
同

等
で

あ
り

，
そ

の
他

の
核

的
特

性
等

の
違

い
は

燃
料

棒
最

大
線

出
力

密
度

の
保

守
性

に
包

含
さ

れ
る

こ
と

か
ら

，
代

表
的

に
９

×
９

燃
料

（
Ａ

型
）

を
設

定
 

燃
料

棒
最

大
線

出
力

密
度

 
4
4
.
0
k
W
／

m
 

初
期

の
燃

料
棒

線
出

力
密

度
が

大
き

い
方

が
燃

料
被

覆
管

温
度

の
観

点
で

厳
し

い
設

定

と
な

る
た

め
，

保
安

規
定

の
運

転
上

の
制

限
に

お
け

る
上

限
値

を
設

定
 

原
子

炉
停

止
後

の
崩

壊
熱

 
A
N
S
I
／

A
N
S
-
5
.
1
-
1
9
7
9
 

（
燃

焼
度

3
3
G
W
d
／

t
）

 

崩
壊

熱
が

大
き

い
方

が
原

子
炉

水
位

低
下

及
び

格
納

容
器

圧
力

上
昇

の
観

点
で

厳
し

い

設
定

と
な

る
た

め
，

崩
壊

熱
が

大
き

く
な

る
燃

焼
度

の
高

い
条

件
と

し
て

，
1
サ

イ
ク

ル

の
運

転
期

間
（

1
3
ヶ

月
）

に
調

整
運

転
期

間
（

約
1
ヶ

月
）

を
考

慮
し

た
運

転
期

間
に

対
応

す
る

燃
焼

度
を

設
定

 

格
納

容
器

圧
力

 
5
k
P
a
[
g
a
g
e
]
 

格
納

容
器

圧
力

の
観

点
で

厳
し

い
高

め
の

設
定

と
し

て
，
通

常
運

転
時

の
圧

力
を

包
含

す

る
値

を
設

定
 

格
納

容
器

雰
囲

気
温

度
 

5
7
℃

 
ド

ラ
イ

ウ
ェ

ル
内

ガ
ス

冷
却

装
置

の
設

計
温

度
を

設
定

 

 
 



 

 

2.1-38

第
2
.
1
－

2
表

 
主

要
解

析
条

件
（

高
圧

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失
）
（

2
／

5
）

 

項
 

 
目

 
主

要
解

析
条

件
 

条
件

設
定

の
考

え
方

 

初 期 条 件 

格
納

容
器

体
積

 

（
ド

ラ
イ

ウ
ェ

ル
）

 
5
,
7
0
0
m
３
 

設
計

値
を

設
定

 

格
納

容
器

体
積

 

（
ウ

ェ
ッ

ト
ウ

ェ
ル

）
 

空
間

部
：

4
,
1
0
0
m
３
 

液
相

部
：

3
,
3
0
0
m
３
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
で

の
圧

力
抑

制
効

果
が

厳
し

く
な

る
少

な
め

の
水

量
と

し

て
，

保
安

規
定

の
運

転
上

の
制

限
に

お
け

る
下

限
値

を
設

定
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
 

水
位

 

6
.
9
8
3
m
 

（
通

常
水

位
－

4
.
7
c
m
）

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
で

の
圧

力
抑

制
効

果
が

厳
し

く
な

る
低

め
の

水
位

と
し

て
，

保
安

規
定

の
運

転
上

の
制

限
に

お
け

る
下

限
値

を
設

定
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
 

水
温

度
 

3
2
℃

 
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

で
の

圧
力

抑
制

効
果

が
厳

し
く

な
る

高
め

の
水

温
と

し
て

，

保
安

規
定

の
運

転
上

の
制

限
に

お
け

る
上

限
値

を
設

定
 

ベ
ン

ト
管

真
空

破
壊

装
置

 

作
動

差
圧

 

3
.
4
5
k
P
a（

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

－
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
チ

ェ
ン

バ
間

差
圧

）
 

設
計

値
を

設
定

 

外
部

水
源

の
水

温
 

3
5
℃

 
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
に

よ
る

圧
力

抑
制

効
果

の
観

点
で

厳
し

い
高

め
の

水
温

と
し

て
，
年

間
の

気
象

条
件

変
化

を
包

含
す

る
高

め
の

水
温

を
設

定
 

事 故 条 件 

起
因

事
象

 
給

水
流

量
の

全
喪

失
 

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
の

中
で

原
子

炉
水

位
の

低
下

が
早

く
，
炉

心
損

傷
ま

で
の

余

裕
時

間
が

短
い

給
水

流
量

の
全

喪
失

を
設

定
 

安
全

機
能

の
喪

失
に

対
す

る
仮

定
 

高
圧

注
水

機
能

喪
失

 

低
圧

注
水

機
能

喪
失

 

高
圧

注
水

機
能

と
し

て
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

及
び

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
，
低

圧
注

水

機
能

と
し

て
低

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

及
び

残
留

熱
除

去
系
（

低
圧

注
水

系
）
の

機
能

喪
失

を
設

定
 

外
部

電
源

 
外

部
電

源
あ

り
 

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
が

原
子

炉
水

位
低
（

レ
ベ

ル
３

）
信

号
に

て
発

生
し

，
再

循
環

ポ
ン

プ

ト
リ

ッ
プ

が
原

子
炉

水
位

異
常

低
下
（

レ
ベ

ル
２

）
信

号
に

て
発

信
す

る
た

め
，
原

子
炉

水
位

の
低

下
が

大
き

く
な

り
，
炉

心
の

冷
却

の
観

点
で

厳
し

く
な

る
外

部
電

源
あ

り
を

設

定
 

 
 



 

 

2.1-39

第
2
.
1
－

2
表

 
主

要
解

析
条

件
（

高
圧

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失
）
（

3
／

5
）

 

項
 

 
目

 
主

要
解

析
条

件
 

条
件

設
定

の
考

え
方

 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件 

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
 

原
子

炉
水

位
低

（
レ

ベ
ル

３
）

信
号

 

（
遅

れ
時

間
：

1
.
0
5
秒

）
 

設
計

値
を

設
定

 

主
蒸

気
隔

離
弁

 
原

子
炉

水
位

異
常

低
下

（
レ

ベ
ル

２
）

信
号

で
閉

止
 

設
計

値
を

設
定

 

Ａ
Ｔ

Ｗ
Ｓ

緩
和

設
備

 

（
代

替
原

子
炉

再
循

環
ポ

ン
プ

ト

リ
ッ

プ
機

能
）

 

原
子

炉
水

位
異

常
低

下
（

レ
ベ

ル
２

）
信

号
で

全
台

ト
リ

ッ
プ

 
設

計
値

を
設

定
 

逃
が

し
安

全
弁

 

（
原

子
炉

圧
力

制
御

時
）

 

安
全

弁
機

能
 

7
.
7
9
M
P
a
［

g
a
g
e
］

×
2
個

，
3
8
5
.
2
t
／

h
／

個
 

8
.
1
0
M
P
a
［

g
a
g
e
］

×
4
個

，
4
0
0
.
5
t
／

h
／

個
 

8
.
1
7
M
P
a
［

g
a
g
e
］

×
4
個

，
4
0
3
.
9
t
／

h
／

個
 

8
.
2
4
M
P
a
［

g
a
g
e
］

×
4
個

，
4
0
7
.
2
t
／

h
／

個
 

8
.
3
1
M
P
a
［

g
a
g
e
］

×
4
個

，
4
1
0
.
6
t
／

h
／

個
 

設
計

値
を

設
定

 

な
お

，
安

全
弁

機
能

は
逃

が
し

弁
機

能
に

比
べ

て
原

子
炉

圧
力

が
高

め

に
維

持
さ

れ
，
原

子
炉

減
圧

操
作

時
に

原
子

炉
圧

力
が

所
定

の
圧

力
に

到
達

す
る

ま
で

の
時

間
が

遅
く

な
る

た
め

，
事

象
発

生
初

期
に

お
い

て

高
圧

注
水

機
能

が
喪

失
し

低
圧

注
水

機
能

を
用

い
て

原
子

炉
注

水
操

作
を

実
施

す
る

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
に

お
い

て
は

，
評

価
項

目
に

対
し

て

厳
し

い
条

件
と

な
る

 

（
原

子
炉

手
動

減
圧

操
作

時
）

 

逃
が

し
安

全
弁
（

自
動

減
圧

機
能

）
7
弁

を
開

放
す

る
こ

と
に

よ
る

原
子

炉
減

圧
 

＜
原

子
炉

圧
力

と
逃

が
し

安
全

弁
蒸

気
流

量
の

関
係

＞
 

 
 

逃
が

し
安

全
弁

の
設

計
値

に
基

づ
く

原
子

炉
圧

力
と

蒸
気

流
量

の
関

係
か

ら
設

定
 



 

 

2.1-40

第
2
.
1
－

2
表

 
主

要
解

析
条

件
（

高
圧

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失
）
（

4
／

5
）

 

項
 

 
目

 
主

要
解

析
条

件
 

条
件

設
定

の
考

え
方

 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件 

低
圧

代
替

注
水

系
（

常
設

）
 

原
子

炉
水

位
が

原
子

炉
水

位
高
（

レ
ベ

ル
８

）
設

定
点

ま

で
回

復
し

た
以

降
は

原
子

炉
水

位
を

原
子

炉
水

位
低
（

レ

ベ
ル

３
）
設

定
点

か
ら

原
子

炉
水

位
高
（

レ
ベ

ル
８

）
設

定
点

の
範

囲
に

維
持

 

 （
原

子
炉

注
水

単
独

時
）

 

最
小

流
量

特
性

（
2
台

）
 

・
注

水
流

量
：

0
m
３
／

h
～

3
7
8
m
３
／

h
 

・
注

水
圧

力
：

0
M
P
a
[
d
i
f
]
～

2
.
3
8
M
P
a
[
d
i
f
]
 

炉
心

冷
却

性
の

観
点

で
厳

し
い

設
定

と
し

て
，
機

器
設

計
上

の
最

小
要

求
値

で
あ

る
最

小
流

量
特

性
を

設
定

 

 ＜
常

設
低

圧
代

替
注

水
系

ポ
ン

プ
2
台

に
よ

る
注

水
特

性
＞

 

 
（

原
子

炉
注

水
と

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

併
用

時
）

 

・
注

水
流

量
：

2
3
0
m
３
／

h
（

一
定

）
 

併
用

時
の

系
統

評
価

に
基

づ
き

，
保

守
的

な
流

量
を

設
定

 

代
替

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

冷
却

系

（
常

設
）

 

格
納

容
器

圧
力

が
2
1
7
k
P
a
[
g
a
g
e
]
に

到
達

し
た

場
合

は

停
止

し
，

2
7
9
k
P
a
[
g
a
g
e
]
に

到
達

し
た

場
合

に
再

開
 

 ス
プ

レ
イ

流
量

：
1
3
0
m
３
／

h
（

一
定

）
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・
プ

ー
ル

水
位

の
上

昇
が

早
く

な
り

，
格

納
容

器
圧

力
逃

が
し

装
置

に
よ

る
格

納
容

器
減

圧
及

び
除

熱
操

作
ま

で
の

操
作

時
間

余
裕

の
観

点
で

厳
し

い
条

件
と

し
て

，
運

転
手

順
の

流
量

調
整

範

囲
（

1
0
2
m
３
／

h
 
～

1
3
0
m
３
／

h
）

に
お

け
る

上
限

を
設

定
 

格
納

容
器

圧
力

逃
が

し
装

置
 

排
気

流
量

：
1
3
.
4
k
g
／

s
 

（
格

納
容

器
圧

力
3
1
0
k
P
a
[
g
a
g
e
]
に

お
い

て
）

 

格
納

容
器

減
圧

特
性

の
観

点
で

厳
し

い
設

定
と

し
て

，
機

器
設

計
上

の

最
低

要
求

値
で

あ
る

最
小

流
量

特
性

を
設

定
 

0
.
0
 

1
.
0
 

2
.
0
 

3
.
0
 

4
.
0
 

0
1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

原子炉圧力（MPa[dif]）

流
量
（

m3
/h
）



 

 

2.1-41

第
2
.
1
－

2
表

 
主

要
解

析
条

件
（

高
圧

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失
）
（

5
／

5
）

 

項
 

 
目

 
主

要
解

析
条

件
 

条
件

設
定

の
考

え
方

 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 操 作 条 件 

逃
が

し
安

全
弁
（

自
動

減
圧

機
能

）

の
手

動
操

作
に

よ
る

原
子

炉
減

圧
 

（
常

設
低

圧
代

替
注

水
系

ポ
ン

プ

を
用

い
た

低
圧

代
替

注
水

系
（
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ン
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熱
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Ｃ
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第
2
.
1
－

2
図

 
高

圧
・

低
圧

注
水

機
能

喪
失

の
対

応
手

順
の

概
要

 

原
子

炉
水

位
異

常
低

下
 

（
レ

ベ
ル

２
）

設
定

点
到

達
 

給
水

流
量

の
全

喪
失

 

原
子

炉
水

位
低

（
レ

ベ
ル

３
）

 

設
定

点
到

達
 

(
0
秒

)

（
約

2
0
秒

）

（
2
5
分

）

（
約

1
4
時

間
）

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

を
用

い
た

 

代
替

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

 

冷
却

系
（

常
設

）
に

よ
る

 

格
納

容
器

冷
却

操
作

※
１

２
 

格
納
容
器
圧
力
31
0k
Pa
[g
ag
e]
到
達
 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

を
用

い
た

低
圧

代
替

注
水

系
（

常

設
）

に
よ

る
原

子
炉

注
水

を
継

続
す

る
こ

と
で

，
原

子
炉

水
位

を

維
持

し
，

格
納

容
器

圧
力

逃
が

し
装

置
に

よ
る

格
納

容
器

の
減

圧

及
び

除
熱

操
作

を
継

続
す

る
こ

と
で

格
納

容
器

圧
力

等
の

低
下

傾

向
を

確
認

す
る

。
ま

た
，

機
能

喪
失

し
て

い
る

設
備

の
復

旧
を

試

み
，

残
留

熱
除

去
系

の
復

旧
後

，
残

留
熱

除
去

系
（

原
子

炉
停

止

時
冷

却
系

）
に

よ
り

冷
温

停
止

状
態

と
し

，
代

替
循

環
冷

却
系

又

は
残

留
熱

除
去

系
（

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

冷
却

系
及

び
サ

プ
レ

ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
冷

却
系

）
に

よ
る

除
熱

が
可

能
で

あ
る

こ
と

及

び
水

素
濃

度
制

御
が

可
能

で
あ

る
こ

と
を

確
認

し
た

後
に

格
納

容

器
圧

力
逃

が
し

装
置

に
よ

る
格

納
容

器
減

圧
及

び
除

熱
操

作
を

停

止
し

，
格

納
容

器
を

隔
離

状
態

と
す

る
。
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プ
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位
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常
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位
＋
6.
5m
到
達
 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

を
 

用
い

た
低

圧
代

替
注

水
系

（
常

設
）

 

の
起

動
操

作
※

３
，

４
 

高
圧

／
低

圧
注

水
機

能
の

回
復

操
作

 

Ⅰ
 

【
有

効
性

評
価

の
対

象
と

し
て

い
な

い
が

ほ
か

に
取

り
得

る
手

段
】

 
Ⅰ

 技
術

基
準

上
の

全
て

の
要

求
事

項
を

満
た

す
こ

と
や

全
て

の
プ

ラ
ン

ト
状

況
に

お
い

て
使

用
す

る
こ

と
は

困
難

で
あ

る
が

，
プ

ラ
ン

ト
状

況
に

よ
っ

て
は

，
事

故
対

応
に

有
効

な
設

備
と

な
る

制
御

棒
駆

動
水

圧
系

，
ほ

う
酸

水
注

入
系

，

消
火

系
，

補
給

水
系

及
び

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

又
は

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

を
用

い
た

低
圧

代
替

注

水
系

（
可

搬
型

）
に

よ
る

原
子

炉
注

水
操

作
も

実
施

可
能

で
あ

る
。

 

Ⅱ
 常

設
低

圧
代

替
注

水
系

ポ
ン

プ
を

用
い

た
代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
冷

却
系

（
常

設
）

に
よ

る
格

納
容

器
冷

却
操

作

を
優

先
す

る
が

，
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
を

用
い

た
代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
冷

却
系

（
可

搬
型

）
に

よ
る

格

納
容

器
冷

却
操

作
も

実
施

可
能

で
あ

る
。

 

技
術

基
準

上
の

全
て

の
要

求
事

項
を

満
た

す
こ

と
や

全
て

の
プ

ラ
ン

ト
状

況
に

お
い

て
使

用
す

る
こ

と
は

困
難

で
あ

る
が

，
プ

ラ
ン

ト
状

況
に

よ
っ

て
は

，
事

故
対

応
に

有
効

な
設

備
と

な
る

可
搬

型
代

替
注

水
大

型
ポ

ン
プ

を
用

い
た

代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
冷

却
系
（

可
搬

型
）
，
消

火
系

及
び

補
給

水
系

に
よ

る
格

納
容

器
冷

却
操

作
も

実
施

可
能

で
あ

る
。
 

ま
た

，
格

納
容

器
冷

却
等

が
で

き
な

い
場

合
，

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

内
ガ

ス
冷

却
装

置
に

よ
る

格
納

容
器

圧
力

等
の

上
昇

の
緩

和
も

可
能

で
あ

る
。

 

Ⅲ
 格

納
容

器
圧

力
逃

が
し

装
置

に
よ

る
格

納
容

器
減

圧
及

び
除

熱
操

作
を

優
先

す
る

が
，

耐
圧

強
化

ベ
ン

ト
系

に
よ

る

格
納

容
器

減
圧

及
び

除
熱

操
作

も
実

施
可

能
で

あ
る

。
 

※
１

 
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

は
，

中
央

制
御

室
に

て
平

均
出

力
領

域
計

装
等

に
よ

り
確

認
す

る
。

 

 ※
２

 
中

央
制

御
室

に
て

，
機

器
ラ

ン
プ

表
示

，
警

報
，

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力
，

系
統

流
量

，
原

子
炉

水
位

（
広

帯
域

）
，

原

子
炉

圧
力

等
に

て
確

認
す

る
。

 

 ※
３

 
常

設
低

圧
代

替
注

水
系

ポ
ン

プ
を

用
い

た
低

圧
代

替
注

水
系
（

常
設

）
の

起
動

操
作

は
，
以

下
に

よ
り

判
断

す
る

。

・
高

圧
・

低
圧

注
水

機
能

喪
失

 

 

※
４

 
外

部
電

源
が

な
い

場
合

に
は

，
常

設
代

替
高

圧
電

源
装

置
に

よ
る

緊
急

用
母

線
受

電
操

作
を

実
施

す
る

。
 

 

※
５

 
逃

が
し

安
全

弁
（

自
動

減
圧

機
能

）
の

手
動

操
作

に
よ

る
原

子
炉

減
圧

は
，

以
下

に
よ

り
判

断
す

る
。

 

・
低

圧
で

注
水

可
能

な
系

統
（

低
圧

代
替

注
水

系
（

常
設

）
）

の
準

備
完

了
 

 ※
６

 
原

子
炉

水
位

が
燃

料
有

効
長

頂
部

以
下

と
な

っ
た

場
合

は
，

格
納

容
器

雰
囲

気
監

視
系

等
に

よ
り

格
納

容
器

内
の

水
素

・
酸

素
濃

度
を

確
認

す
る

。
 

 ※
７

 
炉

心
損

傷
は

，
以

下
に

よ
り

判
断

す
る

。
（

炉
心

損
傷

が
確

認
さ

れ
た

場
合

は
炉

心
損

傷
後

の
手

順
に

移
行

）
 

・
格

納
容

器
雰

囲
気

放
射

線
モ

ニ
タ

ガ
ン

マ
線

線
量

率
が

設
計

基
準

事
故

（
原

子
炉

冷
却

材
喪

失
）

相
当

の
1
0
倍

以
上

 

な
お

，
格

納
容

器
雰

囲
気

放
射

線
モ

ニ
タ

（
Ｄ

／
Ｗ

）
及

び
（

Ｓ
／

Ｃ
）

に
よ

る
炉

心
損

傷
発

生
の

判
断

が
で

き

な
い

場
合

は
，

原
子

炉
圧

力
容

器
温

度
に

よ
り

判
断

す
る

。
 

 ※
８

 
原

子
炉

減
圧

時
に

は
原

子
炉

水
位

計
凝

縮
槽

内
の

原
子

炉
冷

却
材

の
減

圧
沸

騰
に

よ
り

原
子

炉
水

位
の

指
示

値
の

信
頼

性
が

損
な

わ
れ

る
お

そ
れ

が
あ

る
た

め
，

原
子

炉
水

位
不

明
で

な
い

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

原
子

炉
水

位
不

明
は

，
以

下
の

い
ず

れ
か

に
よ

り
判

断
す

る
。

 

・
ド

ラ
イ

ウ
ェ

ル
雰

囲
気

温
度

と
原

子
炉

圧
力

の
関

係
が

原
子

炉
水

位
不

明
領

域
に

入
っ

た
場

合
 

・
原

子
炉

水
位

の
計

装
電

源
が

喪
失

し
た

場
合

 

・
原

子
炉

水
位

の
指

示
値

の
ば

ら
つ

き
が

大
き

く
燃

料
有

効
長

頂
部

以
上

で
あ

る
こ

と
が

判
断

で
き

な
い

場
合

 

 ※
９

 
原

子
炉

水
位

不
明

の
場

合
は

，
原

子
炉

圧
力

容
器

を
満

水
と

し
，

原
子

炉
圧

力
と

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

チ
ェ

ン
バ

圧
力

の
差

圧
を

確
認

す
る

こ
と

で
，

原
子

炉
水

位
が

燃
料

有
効

長
頂

部
以

上
で

あ
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

 ※
１

０
 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

を
用

い
た

低
圧

代
替

注
水

系
（

常
設

）
に

よ
り

，
原

子
炉

水
位

を
原

子
炉

水
位

低
（

レ
ベ

ル
３

）
設

定
点

か
ら

原
子

炉
水

位
高

（
レ

ベ
ル

８
）

設
定

点
の

間
に

維
持

す
る

。
 

 ※
１

１
 

解
析

上
考

慮
し

な
い

代
替

循
環

冷
却

系
は

，
実

際
に

は
以

下
の

運
用

と
し

て
い

る
。

 

・
事

象
初

期
に

お
け

る
原

子
炉

注
水

に
当

た
っ

て
は

，
海

水
系

に
よ

る
冷

却
水

供
給

を
必

要
と

し
な

い
低

圧
代

替
注

水
系

（
常

設
）

を
優

先
し

，
海

水
系

に
よ

る
冷

却
水

供
給

が
確

保
さ

れ
た

後
に

代
替

循
環

冷
却

系
に

よ

る
原

子
炉

注
水

に
切

り
替

え
る

。
 

・
格

納
容

器
圧

力
が

2
4
5
k
P
a
[
g
a
g
e
]
に

到
達

し
た

時
点

で
，

代
替

循
環

冷
却

系
に

よ
る

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

を

実
施

す
る

。
ま

た
，

代
替

循
環

冷
却

系
は

，
原

子
炉

注
水

及
び

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

の
併

用
が

可
能

な
設

計

と
し

て
い

る
。

 

 ※
１

２
 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

を
用

い
た

代
替

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

冷
却

系
（

常
設

）
に

よ
る

格
納

容
器

冷
却

操
作

は
，

解
析

上
は

1
3
0
m
３
／

h
一

定
流

量
で

，
格

納
容

器
圧

力
を

2
1
7
k
P
a
[
g
a
g
e
]
か

ら
2
7
9
k
P
a
[
g
a
g
e
]
の

範

囲
に

維
持

す
る

よ
う

間
欠

運
転

と
し

て
い

る
が

，
実

際
に

は
運

転
手

順
に

従
い

格
納

容
器

圧
力

を

2
1
7
k
P
a
[
g
a
g
e
]
か

ら
2
7
9
k
P
a
[
g
a
g
e
]
の

範
囲

に
維

持
す

る
よ

う
1
0
2
 
～

1
3
0
m
３
／

h
の

範
囲

で
ス

プ
レ

イ
流

量

を
調

整
す

る
。

 

 ※
１

３
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・
プ

ー
ル

水
位

が
通

常
水

位
＋

5
.
5
m
に

到
達

し
た

場
合

は
，
格

納
容

器
ベ

ン
ト

準
備

の
た

め
，

中
央

制
御

室
に

て
機

器
ラ

ン
プ

表
示

に
よ

り
系

統
構

成
を

確
認

す
る

と
と

も
に

，
格

納
容

器
圧

力
逃

が
し

装
置

一
次

隔
離

弁
を

全
開

と
す

る
。

 

格
納

容
器

圧
力

逃
が

し
装

置
一

次
隔

離
弁

の
開

操
作

は
，「

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

チ
ェ

ン
バ

側
」

を
優

先
し

て
実

施
し

，
中

央
制

御
室

か
ら

の
遠

隔
操

作
及

び
現

場
で

の
手

動
操

作
に

失
敗

し
た

場
合

は
，
「

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

側
」

の
開

操
作

を
実

施
す

る
。

 

 ※
１

４
 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

を
用

い
た

代
替

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

冷
却

系
（

常
設

）
に

よ
る

格
納

容
器

冷
却

の
停

止
操

作
は

，
以

下
に

よ
り

判
断

す
る

。
 

・
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

水
位

が
通

常
水

位
＋

6
.
5
m
に

到
達

 

 ※
１

５
 

格
納

容
器

減
圧

及
び

除
熱

操
作

前
に

，
原

子
炉

水
位

を
可

能
な

限
り

高
く

維
持

す
る

こ
と

で
，

原
子

炉
格

納
容

器
へ

の
放

熱
を

抑
制

し
，

格
納

容
器

圧
力

の
上

昇
を

緩
和

す
る

（
解

析
上

考
慮

し
な

い
。
）
。

 

原
子

炉
水

位
不

明
 

で
な

い
こ

と
の

確
認

※
８
 

逃
が

し
安

全
弁

（
自

動
減

圧
機

能
）

 

の
手

動
操

作
に

よ
る

原
子

炉
減

圧
※

５
 

水
位

不
明

 

水
位

不
明

で
は

な
い

 

原
子

炉
満

水
操

作
※

９
 

可
搬

型
代

替
注

水
中

型

ポ
ン

プ
に

よ
る

 

水
源

補
給

操
作

 

代
替

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

冷
却

系
（

常
設

）
及

び
代

替
循

環
冷

却

系
以

外
に

よ
る

格
納

容
器

冷
却

操
作

 

・
可

搬
型

代
替

注
水

中
型

ポ
ン

プ
又

は
可

搬
型

代
替

注
水

大
型

 

ポ
ン

プ
を

用
い

た
代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
冷

却
系

（
可

搬
 

型
）

に
よ

る
格

納
容

器
冷

却
操

作
 

・
消

火
系

に
よ

る
格

納
容

器
冷

却
操

作
 

・
補

給
水

系
に

よ
る

格
納

容
器

冷
却

操
作

 

・
ド

ラ
イ

ウ
ェ

ル
内

ガ
ス

冷
却

装
置

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
操

作
 

Ⅱ
 

格
納

容
器

圧
力

逃
が

し
装

置
に

よ
る

 

格
納

容
器

減
圧

及
び

除
熱

操
作

 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
側
）

 

原
子

炉
満

水
操

作
※

１
５
 

低
圧

注
水

機
能

喪
失

の
確

認
※

２
 

代
替

循
環

冷
却

系
 

の
起

動
操

作
※

１
１
 

原
子
炉
水
位
が
燃
料
有
効
長
頂
部
に
到
達

※
６
 

原
子
炉
水
位
が
燃
料
有
効
長
頂
部
以
上
に
 

回
復
 

炉
心

損
傷

な
し

の
継

続
確

認
※
７
 

炉
心

損
傷

が
確

認
さ

れ
た

場

合
は

，
炉

心
損

傷
後

の
対

応
手

順
に

移
行

す
る

 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

に
よ

る
 

燃
料

給
油

操
作

 

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
の

確
認

※
１
 

（
約

2
9
分

）

格
納

容
器

圧
力

逃
が

し
装

置
に

よ
る

格

納
容

器
減

圧
及

び
除

熱
の

準
備

操
作

※
１
３
 

使
用

済
燃

料
プ

ー
ル

の
冷

却
操

作
 Ⅲ
 

(
解

析
上

の
時

刻
)
 

（
約

2
7
時

間
）

(
約

2
8
時

間
)

凡
 

例
 

：
操

作
・

確
認

（
運

転
員

）
 

：
プ

ラ
ン

ト
状

態
（

解
析

）
 

：
判

断
 

：
解

析
上

考
慮

し
な

い
操

作
 

：
重

大
事

故
等

対
応

要
員

（
現

場
）

の
作

業
 

：
運

転
員

と
重

大
事

故
等

対
応

要
員

（
現

場
）

 

の
共

同
作

業
 

 

可
搬

型
代

替
注

水
中

型
ポ

ン
プ

を

用
い

た
低

圧
代

替
注

水
系

 

（
可

搬
型

）
の

起
動

操
作

 

格
納

容
器

圧
力

逃
が

し
装

置
以

外
に

よ
る

格
納

容
器

 

減
圧

及
び

除
熱

操
作

 

・
耐

圧
強

化
ベ

ン
ト

系
に

よ
る

格
納

容
器

減
圧

及
び

 

除
熱

操
作

 

主
蒸

気
隔

離
弁

閉
止

 

逃
が

し
安

全
弁

（
安

全
弁

機
能

）
に

よ
る

 

原
子

炉
圧

力
制

御
の

確
認

※
２
 

再
循

環
ポ

ン
プ

 

ト
リ

ッ
プ

の
確

認
※

２
 

高
圧

注
水

機
能

喪
失

の
確

認
※

２
 

常
設

低
圧

代
替

注
水

系
ポ

ン
プ

を
用

い
た

 

代
替

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

 

冷
却

系
（

常
設

）
に

よ
る

 

格
納

容
器

冷
却

の
停

止
操

作
※
１
４
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
 

通
常

水
位

＋
5
.
5
m
到

達
 

格
納
容
器
圧
力
 

27
9k
Pa
[g
ag
e]
到
達
 

原
子

炉
水

位
の

調
整

操
作

 

（
低

圧
代

替
注

水
系

（
常

設
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高圧・低圧注水機能喪失 

  

  

 経過時間（分） 

備 考 0 10  20  30 40 50 60  70  80  90  100  110

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

 

【 】は他作業後 

移動してきた要員 

操作の内容   

 

 

責任者 当直発電長 1人
中央監視 

運転操作指揮 

補佐 当直副発電長 1人 運転操作指揮補佐

指揮者等 
災害対策要員

（指揮者等）
4人

初動での指揮 
発電所内外連絡

当直運転員 

(中央制御室) 

当直運転員 
(現場) 

重大事故等対応要員
(現場) 

状況判断 
2人 

A，B 
－ － 

●原子炉スクラムの確認   

外部電源喪失の確認及び
非常用ディーゼル発電機
等の自動起動の確認は，
外部電源がない場合に実
施する 

●タービン停止の確認   

●外部電源喪失の確認   

●給水流量全喪失の確認   

●再循環ポンプトリップの確認   

●主蒸気隔離弁閉止及び逃がし安全弁（安全弁機能）による原子炉圧
力制御の確認 

  

●非常用ディーゼル発電機等の自動起動の確認   

●高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の自動起動失敗の確
認 

  

高圧注水機能喪失の

確認 

【1人】 

A 
－ － 

●高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の手動起動操作（失
敗） 

   

常設代替高圧電源装

置による緊急用母線

の受電操作 

【1人】 

B 
－ － ●常設代替高圧電源装置2台の起動操作及び緊急用母線の受電操作   

外部電源がない場合に実

施する 

高圧代替注水系の起

動操作 

【1人】 

A 
－ － ●高圧代替注水系による原子炉注水の系統構成操作及び起動操作    解析上考慮しない 

低圧注水機能喪失の

確認 

【1人】 

A 
－ － 

●低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系(低圧注水系）の手動起動操
作（失敗） 

    

高圧注水機能及び低

圧注水機能の回復操

作 

－ 
2人 

C，D 
－ ●高圧注水機能及び低圧注水機能の回復操作，失敗原因調査    解析上考慮しない 

常設低圧代替注水系

ポンプを用いた低圧

代替注水系（常設）

の起動操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水の系統構成操作及び起動操作 

    

可搬型代替注水中型

ポンプを用いた低圧

代替注水系（可搬型）

の起動操作 

－ － 
8人 
a～h 

●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操作    
解析上考慮しない 

 

逃がし安全弁（自動

減圧機能）の手動操

作による原子炉減圧 

【1人】 

B 
－ － ●逃がし安全弁（自動減圧機能）7弁の手動開放操作     

原子炉水位の調整操

作(低圧代替注水系

（常設）) 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水の調整操作 

    

第 2.1－3 図 高圧・低圧注水機能喪失の作業と所要時間（1／2） 

  

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持 

プラント状況判断

約20秒 原子炉水位異常低下（レベル２）設定点到達

事象発生 

原子炉スクラム 

25分 原子炉減圧開始

約21分 原子炉水位異常低下（レベル１）設定点到達

10 分 

2分 

4分 

4分

4分

 3分 

1分

適宜実施 

170 分 
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高圧・低圧注水機能喪失 

  

  

 経過時間（時間） 

備 考 4 8 12 16 20 24 28 32 36 40 44 48

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

 

【 】は他作業後 
移動してきた要員 操作の内容 

  

 

当直運転員 

(中央制御室) 

当直運転員 
(現場) 

重大事故等対応要員
(現場) 

原子炉水位の調整

操作(低圧代替注

水系（常設）) 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系
（常設）による原子炉注水の調整操作 

  

常設低圧代替注水

系ポンプを用いた

代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）

による格納容器冷

却操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプ
レイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作 

  

代 替 循 環 冷 却 系

に よ る 原 子 炉 注

水 操 作 及 び 格 納

容器除熱操作 

【1人】 

A 
－ － 

●代替循環冷却系による原子炉注水操作  
解析上考慮しない 

代替循環冷却系のみで状態

維持が可能な場合は，常設

低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）

による注水を停止する 

●代替循環冷却系による格納容器除熱操作  

原子炉満水操作 
【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系
（常設）による原子炉注水の流量増加操作 

 解析上考慮しない 

使用済燃料プール

の冷却操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水
系（注水ライン）を使用した使用済燃料プールへの注
水操作 

 

解析上考慮しない 

スロッシングによる水位

低下がある場合は代替燃

料プール冷却系の起動ま

でに実施する 

●緊急用海水系による海水通水の系統構成操作及び起動
操作 

 解析上考慮しない 

約25時間後までに実施す

る ●代替燃料プール冷却系の起動操作  

格 納 容 器 圧 力 逃

が し 装 置 に よ る

格 納 容 器 減 圧 及

び 除 熱 の 準 備 操

作 

【1人】 

A 
－ － 

●格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除

熱の準備操作（中央制御室での第一弁操作） 
  

－ 
【2人】＋1人 

C,D,E 
－ 

●第一弁現場操作場所への移動 

●格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除

熱の準備操作（現場での第一弁操作） 

 解析上考慮しない 

格 納 容 器 圧 力 逃

が し 装 置 に よ る

格 納 容 器 減 圧 及

び除熱操作（サプ

レッション・チェ

ンバ側） 

【1人】 

A 
－ － 

●格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱
操作（中央制御室での第二弁操作） 

  

－ － 
3人 

（参集） 

●第二弁現場操作場所への移動 

●格納容器逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作
（現場での第二弁操作） 

 解析上考慮しない 

可搬型代替注水中

型ポンプを用いた

低 圧 代 替 注 水 系

（可搬型）の起動

操作 

－ － 
8人 
a～h 

●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操
作 

 解析上考慮しない 

可 搬 型 代 替 注 水

中 型 ポ ン プ に よ

る水源補給操作 

－ － 
【8人】 
a～h 

●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操
作 

 
代替淡水貯槽の枯渇まで

には十分な時間がある 

－ － 
【2人】 

a,b 
●可搬型代替注水中型ポンプの起動操作及び水源補給操

作 
 

代替淡水貯槽の残量に応

じて適宜補給を実施する

タ ン ク ロ ー リ に

よ る 燃 料 給 油 操

作 

－ － 
2人 

（参集） 

●可搬型設備用軽油タンクからタンクローリへの給油操
作 

 

タンクローリ残量に応じ

て適宜軽油タンクから補

給 

●可搬型代替注水中型ポンプへの給油操作  
 

 

必要要員合計 
2人 

A,B 

3人 
C,D,E 

8人 a～h 
及び参集5人 

   

 

第 2.1－3 図 高圧・低圧注水機能喪失の作業と所要時間（2／2） 

約14時間 格納容器圧力279kPa［gage］到達 

約28時間 格納容器圧力310kPa［gage］到達 

約27時間 サプレッション・プール水位 通常水位＋6.5m到達 

約24時間 サプレッション・プール水位 通常水位＋5.5m到達 

事象発生 

25分 原子炉減圧開始 

 格納容器スプレイ中，適宜状態監視

格納容器スプレイ中，適宜状態監視 

格納容器ベント実施後，適宜状態監視 

 
75 分 

 

5 分 

125 分

適宜実施 

 
90 分 

170 分 

適宜実施 

180 分 

20 分

15 分

適宜実施 

原子炉水位を可能な限り高く維持 

注水開始後，適宜原子炉水位調整 

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持 
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第 2.1－4 図 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1－5 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移※２ 

  

主蒸気隔離弁閉止

による圧力上昇 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

7 弁による手動減圧（25 分） 

逃がし安全弁（安全弁機能）の開閉による圧力制御

（最大値：約 7.79MPa[gage]） 

原
子
炉
圧
力 

(MPa[abs]) 

原
子
炉
水
位
（
シ
ュ
ラ
ウ
ド
内
外
水
位
） 

(m) 

シュラウド内 

（炉心上部プレナム）※１ 

 

 

 

 

シュラウド外 

 

シュラウド内 

（平均出力燃料集合体）※１※３ 

 

 

シュラウド内 

（炉心下部プレナム）※１ 

原子炉減圧に伴う減圧 

沸騰による水位上昇（25 分）

原子炉減圧に伴う蒸気流出

による水位低下 

注水開始後 

徐々に水位が回復 

逃がし安全弁（安全弁機能）から

の蒸気の流出による水位の低下 

※１ ＳＡＦＥＲでは炉心シュラウド内側を下から炉心下部プレナム，炉心，炉心上部プレナムの領域に分け水位

を計算している。事象発生 30～40 分程度では炉心上部プレナムについては下限の水位（ノード内水位なし

の状態），事象発生 30 分程度までは平均出力燃料集合体及び炉心下部プレナムについては，上限の水位（ノ

ード内の満水状態）が示されている。例えば，炉心上部プレナムの水位を「下限の水位」と表現しているの

は，その領域の冷却材が完全になくなった状態を示し，炉心部又は平均出力燃料集合体と炉心下部プレナム

の水位を「上限の水位」と表現しているのは，各々の領域が満水となっている状態を示している。 

   なお，図の点線は炉心上部プレナム，実線は平均出力燃料集合体，一点破線は炉心下部プレナムそれぞれの

領域の水位を示す。 

※２ シュラウド内外水位はボイドを含む場合は二相水位を示しており，二相水位評価の範囲としてボイド率を

0.9 と制限している。（蒸気単相を仮定している蒸気ドームを除く各領域では，水と蒸気の質量及び二相混合

相のボイド率が計算され，二相混合体積から二相水位を求めている。ボイド率が 1.0 となるまで二相混合体

積を計算し続けると，水がほぼない状態でも，二相混合体積（水位）として扱われるため水位を高めに評価

することとなる。） 

※３ 「燃料被覆管温度計算の観点から，集合体初期出力を保守的な設定とした燃料集合体」として高出力燃料集

合体もモデル化している。 

   （付録 3 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて 第 1 部 ＳＡＦＥＲ

コード 3.3 解析モデル 3.3.1 熱水力モデル (1) ノード分割 ⑨ノード 9：燃料集合体 参照） 

再冠水以降の蒸気発生に伴うボイド

率変化に応じた二相水位の変化 

再冠水過程における露出と冠水 

の繰り返しによるボイド率の増減 

注水された未飽和水により炉心下部プレナムのボイド 

率が低下し，二相水位による満水が維持できなくなる 

ため，水位が形成される 

レベル 3

レベル 2

レベル 1
燃料有効長頂部

燃料有効長底部

レベル 8
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第 2.1－6 図 注水流量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1－7 図 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

  

注
水
流
量 

(m３／h) 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替

注水系（常設）による注水 

（原子炉水位低（レベル３）設定点から原子

炉水位高（レベル８）設定点の間に維持する

よう注水） 

(t／h) 

蒸
気
流
量 

逃がし安全弁(自動減圧機能) 

7 弁開放による手動減圧（25 分）

逃がし安全弁（安全弁機能）

（原子炉圧力制御） 
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第 2.1－8 図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1－9 図 燃料被覆管温度の推移 

  

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水の開始による水量回復 

逃がし安全弁（自動減圧機能）

7 弁開放による水量減少（25 分）

原子炉減圧による 

飽和温度の低下（25 分）

炉心露出による燃料被覆管温度上昇 

燃料被覆管最高温度発生（約 338℃，約 35 分）

（発熱部 10 分割中，下から 9 番目の位置） 

炉心再冠水により 

飽和温度付近まで低下 

原子炉スクラム後の

出力低下及び減圧に

伴う冷却材飽和温度

低下により燃料被覆

管温度が低下 

逃がし安全弁（安全弁機能）の

圧力制御による水量減少 

原
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炉
圧
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水
量 
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第 2.1－10 図 燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1－11 図 燃料被覆管最高温度発生位置におけるボイド率の推移 

  

ボイド率増加に伴う

熱伝達係数低下 

燃料被覆管最高温度

発生位置露出 

燃料被覆管最高温度

発生位置再冠水 

燃料被覆管最高温度

発生位置露出 

燃料被覆管最高温度

発生位置再冠水 

核沸騰冷却（ボイド率に対応した値）
核沸騰冷却

（再冠水後） 
蒸気冷却

沸騰遷移冷却 

熱
伝
達
係
数 

(W／(m２・K)) 

再冠水過程における露出と冠水の

繰り返しによるボイド率の増減
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第 2.1－12 図 平均出力燃料集合体のボイド率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1－13 図 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 

  

原子炉減圧に伴うボイド率増加（25 分）
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逃がし安全弁（安全弁）

開閉によるボイド率増減
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ボイド率減少 

下部プレナムでの水位形成の繰り

返しに伴いボイド率が変化 

下部プレナムでの水位形成により炉心部の
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第 2.1－14 図 燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆管温度と 

燃料被覆管の円周方向の応力の関係 
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GEVNC(5.6 ℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)
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第 2.1－15 図 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1－16 図 格納容器雰囲気温度の推移 

  

格納容器圧力 310kPa[gage]到達にて格納容器ベント 

を実施（約 28 時間） 

格納容器圧力 279kPa[gage]到達にて常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納

容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を実施（約 14 時間） 

原子炉減圧に伴う格納容器

圧力上昇 

ドライウェル温度は以下により初期温度から

急激に上昇する 

・主蒸気隔離弁の閉止による原子炉圧力及び 

原子炉内飽和温度の上昇 

・ドライウェル冷却装置の停止 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）作動による温度上昇の抑制 

ドライウェル雰囲気温度は，原子炉注水の起動／停止の繰り返しに

伴う蒸気発生量の増減により，格納容器への放熱量が変動すること

から上下する 

格納容器ベントによる温度低下 

最高温度：約 143℃（約 28 時間）

最大圧力：約 0.31MPa[gage]（約 28 時間） 

原子炉減圧に伴い原子炉内飽和温度が低下することで，圧力容器壁面（内表

面）温度が低下し，熱伝導の遅れを伴って，圧力容器外表面の温度も低下するこ

とで，格納容器気相部温度が低下する。また，格納容器気相部から壁面への伝

熱により，格納容器気相部温度が低下する 
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原子炉減圧に伴い，原子炉内の蒸気が流入することによる温度上昇 

原子炉注水の起動／停止の繰り返しに伴う蒸気発生量の増減により，格納

容器への放熱量が変動しサプレッション・チェンバ圧力が変動する。また，

ベント管真空破壊装置の作動によりドライウェル圧力もこれに追従する。 

サプレッション・チェンバ側から

の格納容器ベントのためドライウ

ェルに比べて圧力低下が早い 

ベント管の水没長さ分の水頭圧によるドライ

ウェルとサプレッション・チェンバの圧力差
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第 2.1－17 図 サプレッション・プール水位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1－18 図 サプレッション・プール水温度の推移 

ベントライン（約 15m）

格納容器ベント実施（約 28 時間）

外部水源である常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替

注水（常設）による原子炉注水により逃がし安全弁を介し原

子炉内の蒸気が流入するため水位が上昇 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）作動（約 14 時間） 

格納容器ベントによる圧力低下により飽和

温度が低下（約 28 時間） 

最高温度：約 139℃（約 29 時間）

逃がし安全弁を介し原子炉内の蒸気が流入することで水温が上昇 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）作動（約 14 時間） サ
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サプレッション・プール通常水位＋6.5m 到達にて常設低

圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）停止(約 27 時間) 

 

通常水位＋6.5m（約 13.5m）

通常水位＋5.5m（約 12.5m）



（別紙 1） 

添付 2.1.2-2 

安定状態の維持について 

 

1. 安定状態の維持に関する定量評価 

サプレッション・プール水温度に関する長期間解析及び残留熱除去系の復

旧に関する定量評価について以下に示す。 

(1) 格納容器ベントを使用した場合のサプレッション・プール水温度に関す

る長期間解析 

格納容器ベントを使用した場合の長期的なサプレッション・プール水温

度の挙動を確認するため，運転中の原子炉における重大事故に至るおそれ

がある事故において格納容器ベントを実施する事故シーケンスのうち，サ

プレッション・プール水温度が高く推移する「崩壊熱除去機能喪失（残留

熱除去系が故障した場合）」について，サプレッション・プール水温度が約

100℃に低下するまでの長期間解析を実施した。 

第 1 図から第 3 図に格納容器圧力，温度及びサプレッション・プール水

温度の解析結果を示す。第 3 図に示すとおり，事象発生から 7 日後時点で

は，サプレッション・プール水温度は最高使用温度の 104℃（格納容器設

計条件を決定するための冷却材喪失事故時の解析結果での最高温度に余裕

をもたせた温度）を上回っているが，事象発生から 7 日以降の 100℃に低

下するまでの全期間にわたって 150℃を下回っている。トップヘッドフラ

ンジや機器搬入用ハッチに使用されている改良ＥＰＤＭ製シール材は一般

特性として耐温度性は 150℃であることから，格納容器の放射性物質の閉

じ込め機能は維持される。 

したがって，事故発生 7 日以降にサプレッション・プール水温度が最高

使用温度を上回っていても格納容器の健全性が問題となることはない。ま

た，外部水源を用いた原子炉注水を継続するが，原子炉への注水量と同等



 

添付 2.1.2-3 

の水量が格納容器ベントにより排出されることから，サプレッション・プ

ール水位が上昇することはなく，実際には，残留熱除去系の復旧又は評価

上考慮しない代替循環冷却系の準備が整った時点で，内部水源を用いた原

子炉注水に移行する。



 

添付 2.1.2-4 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

0 72 144 216 288 360 432 504 576 648 720

格
納
容
器
圧
力

事故後の時間(h)

ドライウェル

サプレッション・チェンバ

JOB No.MA47BNT2TW--GG9G004

(MPa[gage])

0

100

200

300

0 72 144 216 288 360 432 504 576 648 720

格
納
容
器
温
度

事故後の時間(h)

ドライウェル

サプレッション・チェンバ

JOB No.MA47BNT2TW--GG9G004

(℃)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 格納容器圧力の推移 

（崩壊熱除去系機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 図 格納容器雰囲気温度の推移 

（崩壊熱除去系機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））

格納容器ベントによる圧力低下

格納容器ベントによる温度低下
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第 3 図 サプレッション・プール水温度の推移 

（崩壊熱除去系機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））

格納容器ベントによる温度低下

104℃到達時間

約 334h 
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(2) 残留熱除去系の復旧に関する定量評価 

ここでは，残留熱除去系の復旧による安定状態の維持に関する定量評価

として，崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）を例に残留熱除

去系（原子炉停止時冷却系）の運転を実施した場合の長期間解析を実施し

た。 

第 4 図から第 6 図に格納容器圧力，サプレッション・プール水温度及び

水位の解析結果を，それぞれ事象発生の 14 日後まで示す。 

第 5 図に示すとおり，サプレッション・プール水温度は事象発生の約 13

時間後に残留熱除去系による格納容器除熱を開始した以降に低下傾向とな

り，事象発生の 7 日後までに最高使用温度（104℃）を下回る。その後，事

象発生の 7 日後に残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転を開始する

と，除熱性能が向上し，第 4 図及び第 6 図に示すとおり，格納容器圧力及

びサプレッション・プール水温度は大幅に低下する。 

以上から，残留熱除去系の復旧により安定状態の更なる除熱機能の確保

及び維持が可能である。 
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第 4 図 格納容器圧力の推移 

 

 

第 5 図 格納容器雰囲気温度の推移
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第 6 図 サプレッション・プール水温度の推移 
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2.  残留熱除去系の復旧方法について 

(1) 残留熱除去系の復旧方法及び予備品の確保について 

残留熱除去系の機能喪失の原因によっては，大型機器の交換が必要となり

復旧に時間かかる場合も想定されるが，予備品の活用やサイト外からの支援

等を考慮すれば，1 ヶ月程度で残留熱除去系を復旧させることが可能である

場合もあると考えられる。 

残留熱除去系の復旧に当たり，残留熱除去系海水系については，予備品を

保有することで復旧までの時間が短縮でき，成立性の高い作業で機能回復で

きる機器であり，機械的故障と電気的故障の要因が考えられる残留熱除去系

海水系ポンプ電動機を予備品として確保し，重要安全施設との位置的分散を

考慮し保管する。（詳細は添付資料 1.0.3「予備品等の確保及び保管場所につ

いて」参照） 

一方，残留熱除去系については，防潮堤等の津波対策及び原子炉建屋内の

内部溢水対策により区分分離されていることから，複数の残留熱除去系が同

時浸水により機能喪失することはないと考えられる。 

なお，ある 1 系統の残留熱除去系の電動機が浸水し，当該の残留熱除去系

が機能喪失に至った場合においても，残りの系統の残留熱除去系の電動機を

接続することにより復旧する手順を準備する。 

 

(2) 残留熱除去系の復旧手順について 

炉心損傷又は格納容器破損に至る可能性のある事象が発生した場合に，災

害対策要員が残留熱除去系を復旧するための手順を「アクシデントマネジメ

ント故障機器復旧手順ガイドライン」にて整備している。 

本手順では，機器の故障個所，復旧に要する時間，炉心損傷あるいは格納

容器破損に対する時間余裕に応じて「恒久対策」，「応急対策」，又は「代替対
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策」のいずれかを選択するものとしている。具体的には，故障個所の特定と

対策の選択を行い，故障個所に応じた復旧手順にて復旧を行う。 

 



5.2－1 

5.2 全交流動力電源喪失 

5.2.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

 (1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

   事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に含まれる事故シーケ

ンスとしては，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，

①「外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」及び②「外

部電源喪失＋直流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」である。 

 (2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

   事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉の運転停

止中に全交流動力電源が喪失することにより，原子炉注水機能及び崩壊熱

除去機能が喪失することを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子

炉冷却材が蒸発し，保有水量が減少することで原子炉水位が低下すること

から，緩和措置が取られない場合には，原子炉水位の低下が継続し，燃料

が露出することで燃料損傷に至る。 

   本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失したことによって

燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対

策の有効性評価には，交流動力電源の供給機能に対する重大事故等対処設

備に期待することが考えられる。 

   以上により，本事故シーケンスグループでは，代替の交流動力電源供給

機能からの給電により原子炉注水機能を確保し，原子炉注水を行うことに

よって，燃料損傷の防止を図る。また，代替交流電源設備により交流動力

電源を復旧し，最終的な熱の逃がし場への熱輸送を行うことによって原子

炉除熱を行う。なお，残留熱除去系海水系が喪失している場合には，代替

の手段により最終的な熱の逃がし場への熱輸送を行うことによって原子炉
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除熱を行う。 

(3) 燃料損傷防止対策 

   事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，燃料が著し

い損傷に至ることなく，かつ十分な冷却を可能とするため，初期の対策と

して常設代替高圧電源装置による給電手段及び常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段を整備する。また，

安定状態に向けた対策として，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子

炉停止時冷却系）による原子炉除熱手段を整備する。対策の概略系統図を

第 5.2－1 図に，対応手順の概要を第 5.2－2 図に示すとともに，重大事故

等対策の概要を以下に示す。また，重大事故対策における手順と設備との

関係を第 5.2－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，必要

な要員は災害対策要員（初動）19 名である。 

災害対策要員（初動）の内訳は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名，

運転操作対応を行う当直運転員 3 名，指揮，通報連絡を行う災害対策要員

（指揮者等）4 名及び現場操作を行う重大事故等対応要員 10 名である。 

必要な要員と作業項目について第 5.2－3 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目

を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，災害対策

要員（初動）19 名で対処可能である。 

  ａ．全交流動力電源喪失の確認 

    原子炉の運転停止中に，外部電源が喪失するとともに，非常用ディー

ゼル発電機等が全て機能喪失することで，全交流動力電源喪失となり，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転停止により崩壊熱除去機能
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が喪失する。 

  ｂ．作業員への退避指示 

    当直発電長は，全交流動力電源喪失を確認後，中央制御室からページ

ングにより現場作業員への退避指示を行う。 

（添付資料 5.1.2） 

  ｃ．常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作 

    全交流動力電源喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により外部

電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動ができず，非常用母線の電

源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断する。これにより，

中央制御室からの遠隔操作によって，常設代替高圧電源装置 2 台から緊

急用母線を受電する。 

    常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作に必要な計装設備

は，緊急用Ｍ／Ｃ電圧等である。 

  ｄ．電源確保操作対応 

    全交流動力電源喪失の確認後，非常用ディーゼル発電機等の機能回復

操作及び外部電源の機能回復操作を実施する。 

  ｅ．常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の準備操

作 

    緊急用母線の受電操作の完了後，常設低圧代替注水系ポンプを用いた

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の系統構成を実施する。 

ｆ．可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の準備

操作 

    全交流動力電源喪失に伴う低圧注水機能喪失の確認後，可搬型代替注

水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準

備を開始する。 
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  ｇ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電準備操作 

早期の電源回復不能の確認後，中央制御室及び現場にて常設代替高圧

電源装置による非常用母線の受電準備操作を実施する。 

ｈ．逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉の低圧状態維

持 

    残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転停止により原子炉水温が

100℃に到達した場合は，原子炉圧力が上昇する。原子炉圧力を低圧状態

に維持するため，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁（自動

減圧機能）1 弁を開操作する。 

    逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉の低圧状態維持を確認す

るために必要な計装設備は，原子炉圧力等である。 

  ｉ．原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（常設）） 

    常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）により原

子炉冷却材の蒸発量に応じた原子炉注水を実施し，原子炉水位を通常運

転水位付近で維持する。 

    原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（常設））に必要な計装設備は，

原子炉水位（広帯域，燃料域）及び低圧代替注水系原子炉注水流量等で

ある。 

ｊ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作 

常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作及び非常用母線の

受電準備操作の完了後，中央制御室からの遠隔操作により常設代替高圧

電源装置 3 台を追加起動し，常設代替高圧電源装置 5 台から緊急用母線

を介して非常用母線を受電する。 

常設代替高圧電源装置による非常用母線受電操作に必要な計装設備は，

Ｍ／Ｃ ２Ｃ（２Ｄ）電圧である。 
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  ｋ．原子炉保護系母線の受電操作  

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作の完了後，非常用

母線を介して原子炉保護系母線を受電する。原子炉保護系母線の受電後，

格納容器隔離信号をリセットする。 

  ｌ．緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原

子炉除熱操作 

    常設代替高圧電源装置による非常用母線及び原子炉保護系母線の受電

操作の完了後，中央制御室からの遠隔操作により緊急用海水系を用いた

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転を開始する。なお，残留熱

除去系ポンプの軸封部等は，緊急用海水系により冷却される。緊急用海

水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転開始を確認す

るために必要な計装は，残留熱除去系熱交換器入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自動減圧機能）を全閉とし，

原子炉低圧状態の維持を停止する。 

ｍ．使用済燃料プールの冷却操作 

代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃料プールへの注水及び冷却

を実施する。 

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

 (1) 有効性評価の方法 

   本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，外部電源

喪失を起因事象とし，全ての非常用ディーゼル発電機等が機能喪失するこ

とで原子炉注水機能及び崩壊熱除去機能が喪失する「外部電源喪失＋交流

電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」である。 



5.2－6 

   なお，本事故シーケンスにおいては，崩壊熱除去機能喪失の事故シーケ

ンスグループに含まれる事故シーケンス「残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ

喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」の燃料損傷防止対策の有効性を確認

するため，残留熱除去系海水系の喪失を仮定する。 

   本重要事故シーケンスは，運転停止中のいずれのプラント状態（以下「Ｐ

ＯＳ」という。）においても起こり得るため，崩壊熱，原子炉冷却材の保有

水量及び注水手段の多様性の観点から，「ＰＯＳ－Ａ ＰＣＶ／ＲＰＶ開放

及び原子炉ウェル満水への移行状態」を代表として，評価項目である燃料

有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界の確

保を満足することを確認する。また，他のＰＯＳも考慮した想定において

もこれらの評価項目を満足することを確認する。 

   また，評価条件の不確かさの影響評価として，本重要事故シーケンスに

おける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与え

る影響及び操作時間余裕を評価する。 

（添付資料 5.1.3） 

(2) 有効性評価の条件 

   本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評価条件を第

5.2－2 表に示す。また，主要な評価条件について，本重要事故シーケンス

特有の評価条件を以下に示す。 

  ａ．初期条件 

   (a) 原子炉圧力容器及び格納容器の状態 

     評価対象としたＰＯＳ－Ａにおける原子炉圧力容器の状態は，未開

放状態又は開放状態であるが，原子炉が通常運転水位であり，遮蔽維

持水位到達までの時間余裕の観点で厳しい，未開放状態を評価条件と

する。また，格納容器の状態は開放状態とし，格納容器蓋等の構造物
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による放射線の遮蔽には期待しない評価条件とする。 

   (b) 崩壊熱 

     原子炉停止後の崩壊熱は，ＡＮＳＩ／ＡＮＳ－５．１－１９７９の

式に基づくものとする。また，評価対象としたＰＯＳ－Ａは原子炉停

止 1 日後～2 日後であるが，崩壊熱が高く，遮蔽維持水位到達までの

時間余裕の観点で厳しい，原子炉停止 1 日後の崩壊熱を評価条件とす

る。このときの崩壊熱は約 18.8MW である。 

     なお，このときの崩壊熱による原子炉冷却材の蒸発を補うために必

要な冷却材（35℃）の注水量は約 27m３／h である。 

（添付資料 5.1.4，5.1.5） 

   (c) 原子炉初期水位及び初期水温 

     評価対象としたＰＯＳ－Ａにおける原子炉水位は，通常運転水位（燃

料有効長頂部から約 5.1m 上）から原子炉ウェル満水水位（燃料有効長

頂部から約 16.7m 上）までの範囲であるが，遮蔽維持水位到達までの

時間余裕の観点で厳しい，通常運転水位を評価条件とする。また，原

子炉初期水温は残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の設計温度であ

る 52℃を評価条件とする。 

   (d) 原子炉圧力 

     評価対象としたＰＯＳ－Ａにおける原子炉の圧力は大気圧であるた

め原子炉の初期圧力は大気圧とする。また，解析上，水位低下量を厳

しく見積もるために，逃がし安全弁（自動減圧機能）の開操作によっ

て原子炉圧力が大気圧に維持されているものとする※。 

※ 実操作では常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

の準備操作が完了した時点で原子炉減圧を実施する。原子炉圧力が大気

圧より高い場合での原子炉冷却材の蒸発量は大気圧下と比べて小さくな
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るため，原子炉圧力が大気圧で維持されているとした評価は保守的な評

価となる。 

   (e) 残留熱除去系の初期運転状態 

     残留熱除去系の初期運転状態は，以下の状態とする。 

     ・残留熱除去系（Ａ）：原子炉停止時冷却系の状態で運転中 

     ・残留熱除去系（Ｂ）：低圧注水系の状態で待機中 

     ・残留熱除去系（Ｃ）：点検に伴う待機除外中 

  ｂ．事故条件 

   (a) 起因事象 

     起因事象として，送電系統の故障等によって，外部電源が喪失する

ものとする。 

   (b) 安全機能の喪失に対する仮定 

     全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し，全交流動力

電源が喪失するものとする。また，崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）の事故シーケンスグループに含

まれる「残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷

却失敗」の事故シーケンスの燃料損傷防止対策の有効性を確認するた

め，残留熱除去系海水系の機能喪失を重畳させるものとする。 

   (c) 外部電源 

     起因事象として，外部電源が喪失することを想定している。 

  ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

   (a) 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水流量 
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     常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水流量は，崩壊熱による原子炉冷却材の蒸散を補うために必

要な注水流量として，27m３／h を設定するものとする。 

   (b) 緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系） 

残留熱除去系海水系への海水通水時の伝熱容量は，設計上の海水温

度を元に，残留熱除去系の除熱能力を厳しくする観点で，過去の実績

を包含する高めの海水温度における伝熱容量として，熱交換器 1 基当

たり約 24MW（原子炉冷却材温度 100℃，海水温度 32℃において）とす

る。 

  ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

    運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対

する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の準備

操作は，常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作の完

了後，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

の準備操作に要する時間を考慮して，事象発生 25 分後に完了する。 

(b) 緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転

は，非常用母線及び原子炉保護系母線の受電操作の完了後に残留

熱除去系の起動操作に要する時間を考慮して，事象発生から 4 時

間 50 分後に実施する。 

(3) 有効性評価の結果 

   本重要事故シーケンスの原子炉水位の推移を第 5.2－4 図に，原子炉水

位と線量率の関係を第 5.2－5 図に示す。 

  ａ．事象進展 
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事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能が喪失するこ

とにより，原子炉水温が上昇し，約 1.1 時間後に沸騰，蒸発することで

原子炉水位は低下し始めるが，事象発生後速やかに全交流動力電源喪失

を判断し，中央制御室からの遠隔操作により常設代替高圧電源装置によ

る交流電源の供給を開始し，事象発生から 25 分経過した時点で常設低

圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の準備操作を完了

し，原子炉冷却材の蒸発量を補うために必要な注水流量で原子炉注水を

実施することによって，原子炉水位を通常運転水位付近で維持すること

ができる。 

事象発生から 4 時間 50 分経過した時点で，緊急用海水系を用いた残

留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉圧力容器の除熱を開始

することによって，原子炉水温は低下する。 

  ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.2－4 図に示すとおり，蒸発量に応じた注水により

通常運転水位付近で維持でき，燃料は冠水を維持する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.2－5 図に示すとおり，必要な遮

蔽を確保できる水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv／h※が確保される

水位）である燃料有効長頂部の約 1.7m 上まで低下することがないため，

放射線の遮蔽は維持される（必要な遮蔽の目安とした 10mSv／h を下回

る）。なお，線量率の評価点は燃料取替機床上としている。また，全制御

棒全挿入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

なお，事象発生前に現場にいた作業員の退避における放射線影響につ

いては，現場環境が悪化する前に退避が可能であるため，影響はない。 

事象発生から 4 時間 50 分経過した時点で，緊急用海水系を用いた残

留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転を開始することにより，長期
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的に安定状態を維持できる。 

以上により，本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確認

した。 

※ 本事故シーケンスグループにおける必要な遮蔽の目安とした線量率は，原

子炉建屋原子炉棟 6 階での操作時間から 10mSv／h と設定した。原子炉建屋

原子炉棟 6 階での操作は，使用済燃料プールの同時被災時における重大事

故等対応要員による使用済燃料プールスプレイの準備操作（可搬型スプレ

イノズルの設置及びホース敷設等）を想定しており，原子炉建屋原子炉棟

6 階を含め，原子炉建屋内に滞在する時間は 2.2 時間以内である。そのた

め，重大事故等対応要員の被ばく量は最大でも 22mSv であり，緊急作業時

における被ばく限度の 100mSv に対して余裕がある。 

  また，作業員等が事象発生時に原子炉建屋原子炉棟 6 階に滞在していた場

合でも，事象発生後速やかに管理区域外へ退避するため，原子炉建屋原子

炉棟 6 階での被ばく量は限定的である。 

（添付資料 5.1.6，5.2.1） 

5.2.3 不確かさの影響評価 

 評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える

影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する

ものとする。 

 本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，

残留熱除去系等による崩壊熱除去機能が喪失することが特徴である。また，

不確かさの影響を確認する運転員等操作は，常設代替高圧電源装置による受

電，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の準備操作
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とする。 

 (1) 評価条件の不確かさの影響評価 

  ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

    初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第 5.2

－2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件と

した場合の影響を評価する。また，評価条件の設定に当たっては，設計

値を用いるか又は評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなる

よう保守的な設定をしていることから，その中で事象進展に有意な影響

を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

   (a) 運転員等操作時間に与える影響 

     初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MW に対して最確条

件は約 18.8MW 以下であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件と

した場合，評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，

原子炉水温上昇及び原子炉水位低下速度は緩やかになるが，原子炉へ

の注水操作や給電操作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，全

交流動力電源の喪失の認知を起点とするものであるため，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

     初期条件の原子炉初期水温は，評価条件の 52℃に対して最確条件は

約 47℃～約 58℃である。この原子炉水温は過去の原子炉停止 1 日後

の温度の実績値であるが，原子炉停止操作の進捗状況の差異によるも

のと考えられる。本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，

評価条件で設定している原子炉初期水温より高くなる場合があり，原

子炉水位が燃料有効長頂部まで低下するまでの時間余裕は短くなる場

合があるものの，原子炉への注水操作や給電操作は原子炉水温に応じ
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た対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失の認知を起点とす

るものであるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

     初期条件の原子炉初期水位は，評価条件の通常運転水位（燃料有効

長頂部から約 5.1m 上）に対して最確条件は通常運転水位に対してゆ

らぎ（通常運転水位±10cm 程度）がある。本評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合，評価条件で設定している原子炉初期水位よ

り低くなる場合があり，燃料有効長頂部まで水位が低下する時間は短

くなる場合があるものの，原子炉への注水操作は原子炉水位に応じた

対応をとるものではなく，全交流動力電源喪失の認知を起点とするも

のであるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

     初期条件の原子炉初期圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条件

も大気圧であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，

評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響はなく，運転員等

操作時間に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場

合は，沸騰開始時間が遅くなり，水位低下速度は緩やかになるが，原

子炉への注水操作や給電操作は原子炉初期圧力に応じた対応をとるも

のではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を起点とするも

のであるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

     初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力容器未

開放に対して最確条件は事故事象毎に異なるものであり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合，原子炉圧力容器未開放の場

合は評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響はなく，運転

員等操作時間に与える影響はない。また，原子炉圧力容器開放の場合

は原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小さく，

運転員等操作時間に与える影響は小さい。 
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   (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

     初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MW に対して最確条

件は約 18.8MW 以下であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件と

した場合，評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，

原子炉水温上昇及び原子炉水位低下速度は緩やかになることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。また，原子炉停

止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合は注水までの時間余裕

が短くなる。原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料

の崩壊熱の場合でも，必要な遮蔽が維持できる水位（必要な遮蔽の目

安とした10mSv／hが維持できる水位）である燃料有効長頂部の約1.7m

上の高さに到達するまでの時間は約 2.9 時間，燃料有効長頂部までの

時間は約 4.3 時間であり，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉へ

の注水操作に対して十分な時間余裕が確保されているため，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

     初期条件の原子炉初期水温は，評価条件の 52℃に対して最確条件は

約 47℃～約 58℃である。本評価条件の不確かさとして，最確条件とし

た場合は，評価条件で設定している原子炉初期水温より高くなる場合

があり，原子炉水位が燃料有効長頂部まで低下するまでの時間余裕は

短くなる。原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の

崩壊熱の場合でも，必要な遮蔽が維持できる水位（必要な遮蔽の目安

とした 10mSv／h が維持できる水位）である燃料有効長頂部の約 1.7m

上の高さに到達するまでの時間余裕は約 2.9 時間，燃料有効長頂部ま

での時間余裕は約 4.3 時間であり，必要な放射線の遮蔽は維持され，

原子炉への注水操作に対して十分な時間余裕が確保されているため，
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評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

     初期条件の原子炉初期水位は，評価条件の通常運転水位（燃料有効

長頂部から約 5.1m 上）に対して最確条件は通常運転水位に対してゆ

らぎ（通常運転水位±10cm 程度）がある。本評価条件の不確かさとし

て最確条件とした場合，評価条件で設定している原子炉初期水位より

低くなる場合があるものの，原子炉初期水位のゆらぎによる変動量は，

事象発生後の水位低下量に対して十分小さいことから，評価項目とな

るパラメータに対する影響は小さい。 

     初期条件の原子炉初期圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条件

も大気圧であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，

評価条件と同様であることから，事象進展に与える影響はなく，評価

項目となるパラメータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気

圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，原子炉水位の低下速度

は緩やかになることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。 

     初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力容器未

開放に対して最確条件は事故事象毎であり，本評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合，原子炉圧力容器未開放の場合は，評価条

件と同様であるため，事象進展に与える影響はなく，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器開放の場合は，原子

炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小さく，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

  ｂ．操作条件 

    操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配
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置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実

さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響

を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパ

ラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

   (a) 運転員等操作時間に与える影響 

     操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）の準備操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生から 25 分

後に完了する。運転員等操作時間に与える影響として，常設低圧代替

注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の準備操作は，常設代

替交流電源設備の受電操作後に実施するため，受電操作の完了時刻の

影響を受けるが，実態の操作時間が評価上の操作開始時間とほぼ同等

であり，操作開始時間に与える影響は小さい。 

     操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）による原子炉除熱操作は，評価上の操作開始時間として，事象発

生から 4 時間 50 分後に完了する。運転員等操作時間に与える影響と

して，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）に

よる原子炉除熱操作は，原子炉保護系母線の受電操作後に実施するた

め，受電操作の完了時刻の影響を受けるが，実態の操作時間が評価上

の操作開始時間とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さ

い。 

   (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

     操作条件の常設代替高圧電源装置からの緊急用母線の受電操作，及

び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の準備

操作は，運転員操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は
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解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい。 

(2) 操作時間余裕の把握 

   操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメ

ータに対して，対策の有効性が確認できる範囲での操作時間余裕を確認し，

その結果を以下に示す。 

   操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

の準備操作の時間余裕については，原子炉水位が通常水位から放射線の遮

蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象発生から約 4.5 時間，

通常水位から燃料有効長頂部まで低下するまでの時間余裕は約 6.3 時間で

あり，事象発生から 25 分で原子炉注水準備が完了するため，十分な時間余

裕を確保できる。 

(3) ま と め 

   評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認

した。その結果，評価条件等の不確かさを考慮した場合においても評価項

目となるパラメータに与える影響はない。 

   この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

（添付資料 5.2.2，5.2.3） 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

 (1) 必要な要員の評価 
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   事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重大事故等対策にお

ける必要な災害対策要員（初動）は，「5.2.1(3) 燃料損傷防止対策」に示

すとおり 19 名であり，災害対策要員（初動）の 37 名で対処可能である。 

(2) 必要な資源の評価 

   事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，必要な水源，

燃料及び電源は，「7.5.1(2) 資源の評価条件」の条件にて評価している。

その結果を以下に示す。 

（添付資料 5.2.2） 

  ａ．水  源 

    常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水については，7 日間の対応を考慮すると，合計約 110m３の水が

必要となる。 

水源として，代替淡水貯槽に約 4,300m３の水を保有していることから，

水源が枯渇することはなく，7 日間の対応が可能である。 

（添付資料 5.2.3） 

  ｂ．燃  料 

    常設代替交流電源設備による電源供給について，事象発生直後から 7

日間の常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の運転を想

定すると，約 352.8kL の軽油が必要となる。軽油貯蔵タンクには約 800kL

の軽油を保有していることから，常設代替交流電源設備（常設代替高圧

電源装置 5 台）による 7 日間の電源供給の継続が可能である。 

（添付資料 5.2.4） 

  ｃ．電  源 

    重大事故等対策時に必要な負荷は約 3,263kW であるが，常設代替交流
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電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の連続定格容量は 5,520kW であ

ることから，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

（添付資料 5.2.5） 

5.2.5 結  論 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉の運転停止

中に全交流動力電源が喪失し，原子炉注水機能及び崩壊熱除去機能を喪失す

ることが特徴である。事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対

する燃料損傷防止対策としては，初期の対策として，常設代替高圧電源装置

による緊急用母線への交流動力電源の供給手段，及び常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状態に向

けた対策として，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

による原子炉の除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重要事故シーケンス「外

部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」について有効性評

価を行った。 

上記の場合においても，常設代替高圧電源装置による緊急用母線への交流

動力電源の給電，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水及び緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷

却系）による原子炉圧力容器の除熱を実施することにより，燃料損傷するこ

とはない。 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨界の確保が

できることから，評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき
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る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合

でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能である。ま

た，必要な水源，燃料及び電源については，7 日間以上の供給が可能である。 

以上のことから，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」におい

て，常設代替高圧電源装置からの給電による常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び常設代替高圧電源装置か

らの給電による緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

による原子炉除熱等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに

対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「全交流動力電

源喪失」に対して有効である。
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第 5.2－1 表 全交流動力電源喪失における重大事故等対策について（1／3） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

全交流動力電源喪失の確認 ・原子炉の運転停止中に，外部電源が喪失す

るとともに，非常用ディーゼル発電機等が

全て機能喪失することで全交流動力電源

喪失となり，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）の運転停止により崩壊熱除去機能

が喪失することを確認する。 

－ － － 

作業員への退避指示 ・当直発電長は，全交流動力電源喪失を確認

後，中央制御室からページングにより現場

作業員への退避指示を行う。 

－ － － 

常設代替高圧電源装置による緊

急用母線の受電操作 

・全交流動力電源喪失の確認後，中央制御室

からの遠隔操作により外部電源の受電を

試みるが，失敗したことを確認する。 

・中央制御室からの遠隔操作により非常用デ

ィーゼル発電機等の起動を試みるが，失敗

したことを確認する。 

・以上により，早期の電源回復不能と判断し，

中央制御室からの遠隔操作によって，常設

代替高圧電源装置から緊急用母線を受電

する。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧＊

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧＊

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

電源確保操作対応 ・非常用ディーゼル発電機等の回復操作を実

施する。 

・外部電源の回復操作を実施する。 

－ － － 

    ：有効性評価上考慮しない操作 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 
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第 5.2－1 表 全交流動力電源喪失における重大事故等対策について（2／3） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

常設低圧代替注水系ポンプを
用いた低圧代替注水系（常設）
の準備操作 

・緊急用母線の受電操作の完了後，常設低圧
代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水
系（常設）による原子炉注水の系統構成を
実施する。 

常設低圧代替注水
系ポンプ 
代替淡水貯槽 
常設代替高圧電源
装置 
軽油貯蔵タンク 

－ 原子炉水位（広帯域，燃料
域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域，Ｓ
Ａ燃料域） 
原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 
低圧代替注水系原子炉注水
流量 
代替淡水貯槽水位 

可搬型代替注水中型ポンプを
用いた低圧代替注水系（可搬
型）の準備操作 

・全交流動力電源喪失に伴う低圧注水機能喪
失の確認後，可搬型代替注水中型ポンプを
用いた低圧代替注水系（可搬型）による原
子炉注水の準備を開始する。 

西側淡水貯水設備 可 搬 型 代 替
注 水 中 型 ポ
ンプ 

－ 

常設代替高圧電源装置による
非常用母線の受電準備操作 

・早期の電源回復不能の確認後，常設代替高
圧電源装置による非常用母線の受電準備
操作を実施する。 

常設代替高圧電源
装置 
軽油貯蔵タンク 

－ － 

逃がし安全弁（自動減圧機能）
の手動操作による原子炉の低
圧状態維持 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運
転停止により，原子炉水温が 100℃に到達
すると，原子炉圧力が上昇する。原子炉圧
力を低圧状態に維持するため，中央制御室
からの遠隔操作により逃がし安全弁（自動
減圧機能）1 弁を開操作する。 

逃がし安全弁（自動
減圧機能）＊

所内常設直流電源
設備 
非常用窒素供給系
高圧窒素ボンベ 

－ 原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉水位の調整操作（低圧代
替注水系（常設）） 

・常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代
替注水系（常設）により原子炉冷却材の蒸
発量に応じた原子炉注水を実施し，原子炉
水位を通常運転水位付近で維持する。 

常設低圧代替注水
系ポンプ 
常設代替高圧電源
装置 
軽油貯蔵タンク 
代替淡水貯槽 

－ 原子炉水位（広帯域，燃料
域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域，Ｓ
Ａ燃料域） 
原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 
低圧代替注水系原子炉注水
流量 
代替淡水貯槽水位 

    ：有効性評価上考慮しない操作 
＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 
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第 5.2－1 表 全交流動力電源喪失における重大事故等対策について（3／3）

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

常設代替高圧電源装置による

非常用母線の受電操作 

・常設代替高圧電源装置による緊急用母線の

受電操作及び非常用母線の受電準備操作の

完了後，非常用母線２Ｃ及び２Ｄを受電す

る。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧＊

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧＊

原子炉保護系母線の受電操作 ・常設代替高圧電源装置による非常用母線受

電操作の完了後，非常用母線を介して原子

炉保護系母線を受電する。 

・原子炉保護系母線の受電後，格納容器隔離

信号をリセットする。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ － 

使用済燃料プールの冷却操作 ・対応可能な要員にて使用済燃料プールの冷

却操作を実施する。 

－ － － 

緊急用海水系を用いた残留熱

除去系（原子炉停止時冷却系）

による原子炉除熱操作 

・常設代替高圧電源装置による非常用母線及

び原子炉保護系母線の受電操作の完了後，

中央制御室からの遠隔操作により緊急用

海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）の運転を開始する。 

・崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自

動減圧機能）を全閉とし，原子炉低圧状態

の維持を停止する。 

残留熱除去系（原子

炉停止時冷却系）＊

緊急用海水系 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 原子炉水位（広帯域，燃料

域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域，Ｓ

Ａ燃料域） 

残留熱除去系系統流量＊

残留熱除去系熱交換器入口

温度＊

残留熱除去系熱交換器出口

温度＊

緊急用海水系流量（残留熱

除去系熱交換器） 

緊急用海水系流量（残留熱

除去系補機） 

使用済燃料プールの冷却操作 ・対応可能な要員にて使用済燃料プールの冷

却操作を実施する。 

－ － － 

    ：有効性評価上考慮しない操作 
＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 
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第 5.2－2 表 主要評価条件（全交流動力電源喪失）(1／2) 

※ 原子炉停止から 1 日（24 時間）後とは，発電機解列からの時間を示している。通常停止操作において原子炉の出力は発電機解列以前から徐々に低下させるが，崩壊熱評価は原

子炉スクラムのような瞬時に出力を低下させる保守的な計算条件となっている。

項  目 主要評価条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

原子炉圧力容器の状態 原子炉圧力容器未開放 燃料の崩壊熱及び保有水量の観点から設定 

崩 壊 熱 

約18.8MW※

ANSI／ANS-5.1-1979 

（9×9燃料（A型），燃焼度

33GWd／t，原子炉停止1日後） 

崩壊熱が大きい方が原子炉水位低下の観点で厳しい設定となるため，崩

壊熱が大きくなる燃焼度の高い条件として，1サイクルの運転期間（13ヶ

月）に調整運転期間（約1ヶ月）を考慮した運転期間に対応する燃焼度を

設定 

原子炉初期水位 
通常運転水位（燃料有効長頂部

から約5.1m上）
遮蔽維持水位到達までの時間余裕の観点で厳しい，通常運転水位を設定 

原子炉初期水温 52℃ 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の設計値を設定 

原子炉初期圧力 大気圧 原子炉の運転停止1日後の実績を設定 

外部水源の温度 35℃ 
原子炉注水による原子炉水位維持の観点で厳しい高めの水温として，年

間の気象条件変化を包含する高めの水温を設定 

事
故
条
件

起因事象 外部電源喪失 送電系統又は所内主発電設備の故障等による，外部電源喪失を設定 

安全機能の喪失に 

対する仮定 
全交流動力電源喪失 全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を設定 

外部電源 外部電源なし 起因事象として外部電源の喪失を設定 
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第 5.2－2 表 主要評価条件（全交流動力電源喪失）(2／2) 

項  目 主要評価条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
機
器
条
件

常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水

流量 

27m３／h 
崩壊熱による原子炉冷却材の蒸散を補うために必要な原子炉注水流量を

設定 

緊急用海水系を用いた残留

熱除去系（原子炉停止時冷

却系）による原子炉除熱量 

伝熱容量：約24MW 

（原子炉冷却材温度100℃，海

水温度32℃において） 

伝熱容量は，設計上の海水温度を元に，残留熱除去系の除熱性能を厳し

くする観点で，過去の実績を包含する高めの海水温度における伝熱容量

を設定 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
操
作
条
件

常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた低圧代替注水系

（常設）の準備操作 

事象発生から 25 分後 

常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作の完了後，常設低圧

代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の準備操作に要する

時間を考慮して設定 

緊急用海水系を用いた残留

熱除去系（原子炉停止時冷

却系）による原子炉除熱操

作 

事象発生から 4 時間 50 分後 
常設代替高圧電源装置による非常用交流母線及び原子炉保護系母線の受

電操作の完了後，残留熱除去系の起動操作に要する時間を考慮して設定 
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第 5.2－1 図 全交流動力電源喪失時の重大事故等対策の概略系統図（1／2） 

（原子炉減圧及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）） 

タービンへ 

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系 

ポンプ(Ａ)及び(Ｂ) 

※3

←

←

← →

→

→

↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 

※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

※1

※2 

残留熱除去系 

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水ポンプ 

(Ｂ)，(Ｄ) 

※1 海へ ※2海へ

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

非常用ディーゼル発電機及び 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ａ)

常設高圧代替注水系ポンプ

←

← →

＊1

＊1

＊1

＊

＊1 開操作に当たって格納容器隔離信号のリセットが必要な弁 

＊2 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）の事故シーケンスグループに

含まれる「残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」の事故シーケンスの

燃料損傷防止対策の有効性を確認するため，残留熱除去系海水系の機能喪失を重畳させるものとする

↑

所内常設直流電源設備

常設代替直流電源装置

凡 例 

：安全機能の喪失又は点検に伴う待

機除外を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

①非常用ディーゼル発電機等の機能喪失に伴い，従属的に使用不能

②残留熱除去系海水系の機能喪失に伴い，従属的に使用不能 

③点検に伴う待機除外中 

①②

①②

①②

①②

①

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)
①②

→

→

緊急用海水 

ポンプ(Ａ)，(Ｂ)

※1

※2 

③

＊2

＊2

＊2

＊2
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第 5.2－1 図 全交流動力電源喪失時の重大事故等対策の概略系統図（2／2） 

（緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）） 

タービンへ 

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系 

ポンプ(Ａ)及び(Ｂ) 

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 

※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

※1

※2 

残留熱除去系 

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

→

→

海 

残留熱除去系 

海水ポンプ 

(Ｂ)，(Ｄ) 

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置

Ｇ

Ｇ

非常用ディーゼル発電機等及び 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ａ)

常設高圧代替注水系ポンプ

←

← →

＊1

＊1

＊1

＊

→

→

所内常設直流電源設備

常設代替直流電源装置

凡 例 

：安全機能の喪失又は点検に伴う待

機除外を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

↑

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)

緊急用海水

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

→

→

※1

※2 

＊1 開操作に当たって格納容器隔離信号のリセットが必要な弁

＊2 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）の事故シーケンスグループに

含まれる「残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」の事故シーケンスの

燃料損傷防止対策の有効性を確認するため，残留熱除去系海水系の機能喪失を重畳させるものとする

＊2

＊2

＊2

＊2

①非常用ディーゼル発電機等の機能喪失に伴い，従属的に使用不能

①



5.2－28 

第 5.2－2 図 全交流動力電源喪失時の対応手順の概要 

(解析上の時刻)

(0秒) 

常設代替高圧電源装置による 

緊急用母線の受電操作 

緊急用海水系を用いた残留熱除

去系（原子炉停止時冷却系）によ

る原子炉除熱操作※６

（17分）

全交流動力電源喪失※１ 

（4時間50分）

原子炉水温100℃到達（約1.1時間）

常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）に 

よる原子炉注水開始 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）によ

り原子炉除熱を継続する。また，原子炉建

屋ガス処理系及び中央制御室換気系を起動

し，機能喪失している設備の復旧に努める。

（25分）

常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）の 

準備操作 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手

動操作による原子炉の低圧状態 

維持※４

プラント前提条件 

・原子炉の運転停止 1日後 

・原子炉圧力容器未開放 

・格納容器開放 

・残留熱除去系（Ａ）：原子炉停止時冷却系の状態で運転中 

・残留熱除去系（Ｂ）：低圧注水系の状態で待機中 

・残留熱除去系（Ｃ）：点検中 

・全ての非常用ディーゼル発電機等：待機中 

・原子炉水位は通常運転水位 

原子炉保護系母線の 

受電操作

（13分）

凡例 

        ：操作・確認（運転員） 

        ：プラント状態（解析） 

        ：判断 

        ：解析上考慮しない操作 

        ：重大事故等対応要員（現場）の作業 

        ：運転員と重大事故等対応要員（現場）の共同作業 

全交流動力電源喪失の確認※２

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）以外による原子炉注水 

・低圧炉心スプレイ系による原子炉注水 

・代替循環冷却系による原子炉注水 

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系

（可搬型）による原子炉注水 

・消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注水 

・補給水系による原子炉注水 

【有効性評価の対象としていないが，他に取り得る手段】 

Ⅰ 

低圧炉心スプレイ系による原子炉注水，及び可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可
搬型）による原子炉注水も可能である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難である
が，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備となる，代替循環冷却系，可搬型代替注水大型ポ
ンプを用いた低圧代替注水系（可搬型），消火系（ディーゼル駆動）及び補給水系による原子炉注水も可
能である。 

Ⅱ 

 技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難である
が，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備となる，代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱
除去系（原子炉停止時冷却系），及び原子炉冷却材浄化系による原子炉除熱も実施可能である。 

Ⅲ 

電源容量により使用できる設備が限られるが，常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代
替交流電源設備により受電する。 

Ⅰ 

残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）以外による原子炉除熱 

・代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停

止時冷却系）による原子炉除熱 

・原子炉冷却材浄化系による原子炉除熱 

Ⅱ 

Ⅲ 

可搬型代替交流電源設備による 

受電操作
使用済燃料プールの冷却操作 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

「全閉」 

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電準備操作

原子炉水位の調整操作(低圧代替

注水系（常設）)※５

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電操作

※1 起因事象として，送電系統の故障等によって外部電源が喪失するものとする。 

※2 原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転停止により崩壊熱除去機能が喪失する。 

※3 現場作業員は，当直発電長のページングによる退避指示を確認後，退避する。なお，全ての現場作業員の退避が完了するまでの時間は，1時間

程度である。 

※4 実操作においては，作業員の退避後に操作を実施するが，解析上，原子炉の水位低下量を厳しく見積もるために，原子炉水温が100℃に到達し

た時点で，逃がし安全弁（自動減圧機能）の開操作によって原子炉圧力が大気圧に維持されているものとする。 

※5 蒸発量に応じた原子炉注水を実施し，原子炉水位を通常運転水位付近で維持する。 

※6 残留熱除去系海水系の起動に失敗した後，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転を開始する。 

電源確保対応操作

作業員への退避指示※３

可搬型代替注水中型ポンプ

を用いた低圧代替注水系（可

搬型）の準備操作 
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停止中の全交流動力電源喪失

経過時間（時間）
備 考0                                              1      2 3 4 5   55 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 

移動してきた要員 

操作の内容 

責任者 当直発電長 1人
中央監視 

運転操作指揮 

補佐 当直副発電長 1人 運転操作指揮補佐 

指揮者等 
災害対策要員 

（指揮者等） 
4人 

初動での指揮 
発電所内外連絡 

当直運転員 

(中央制御室) 

当直運転員 
(現場) 

重大事故等対応要員
（現場） 

状況判断 
1人 

A 
－ － 

●外部電源喪失の確認  

●非常用ディーゼル発電機等の自動起動失敗の確認  

全交流動力電源喪失の確認 
【1人】 

A 
－ － 

●高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗） 

●非常用ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗） 

作業員への退避指示 － － － ●当直発電長による作業員への退避指示 

解析上考慮しない 

中央制御室で発電長が指

示する 

常設代替高圧電源装置によ

る緊急用母線の受電操作 

【1人】 

A 
－ － ●設代替高圧電源装置2台の起動操作及び緊急用母線の受電操作 

電源確保操作対応 － － 
2人 

a，b 
●電源回復操作 解析上考慮しない 

常設低圧代替注水系ポンプを
用いた低圧代替注水系（常設）
の準備操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水に
必要な負荷の電源切替操作 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の
系統構成操作及び起動操作 

常設代替高圧電源装置によ

る非常用母線の受電準備操

作 

【1人】 

A 
－ － ●非常用母線の受電準備操作(中央制御室） 

－ 
2人 

B，C 
－ ●非常用母線の受電準備操作(現場） 

逃がし安全弁（自動減圧機

能）の手動操作による原子炉

の低圧状態維持 

【1人】 

A 
－ － ●逃がし安全弁（自動減圧機能）1弁の手動開放操作 

原子炉水位の調整操作(低圧

代替注水系（常設）) 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の
調整操作 

常設代替高圧電源装置によ

る非常用母線の受電操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設代替高圧電源装置3台の追加起動操作 

●非常用母線の受電操作 

原子炉保護系母線の受電操作 

【1人】 

A 
－ － ●原子炉保護系母線の復旧準備操作 

－ 
【2人】 

B，C 
－ ●原子炉保護系母線の復旧操作（現場） 

【1人】 

A 
－ － ●原子炉保護系母線の復旧操作（中央制御室） 

緊急用海水系を用いた残留

熱除去系（原子炉停止時冷却

系）による原子炉除熱操作 

【1人】 

A 
－ － 

●残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱の起動準備操作  残留熱除去系（Ａ） 

●残留熱除去系海水系の手動起動操作（失敗） 

●緊急用海水系による海水通水の系統構成操作及び起動操作 

●残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱の起動操作  残留熱除去系（Ａ） 

●残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱状態の監視 

使用済燃料プールの冷却操作 
【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン）を使用し

た使用済燃料プールへの注水操作 

解析上考慮しない 

スロッシングによる水位

低下がある場合は代替燃

料プール冷却系の起動ま

でに実施する 

●代替燃料プール冷却系の起動操作 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水系（可搬

型）の準備操作 

－ － 
8人 
c～j 

●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操作 解析上考慮しない 

必要要員 合計 
1人 

A 

2人 

B，C 
10人 a～j 

第 5.2－3 図 全交流動力電源喪失時の作業と所要時間 

35 分 

適宜実施 

事象発生 

約 10 分 プラント状況判断 

約 1.1 時間 原子炉水温 100℃到達 

約 13 分 全交流動力電源喪失の確認 

4 分 

10 分 

1 分 

2 分 

 60 分以内に退避完了 

75 分 

1 分 

4 分 

8 分 

原子炉水位を通常運転水位付近に維持 

適宜実施 

6 分 

10 分 

105 分 

40 分 

5 分 

20 分 

3 分 

適宜実施 

15 分 

4 時間 50 分 

緊急用海水系を用いた

残留熱除去系（原子炉停

止時冷却系）運転開始 

170 分 

1 分 

25 分 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）準備完了 

4 分 



5.2－30 

第5.2－4図 全交流動力電源喪失における原子炉水位の変化 

沸騰開始（約 1.1 時間後）までに注水準備が完了
するため，通常運転水位を維持できる 

Ｌ８ 

Ｌ３

Ｌ２ 

Ｌ１
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第 5.2－5 図 原子炉水位と線量率 



添付資料 5.2.1

添付 5.2.1-1 

安定停止状態について（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

運転停止中の全交流動力電源喪失時の安定停止状態については以下の

とおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事

故等対処設備を用いた炉心冷却により，炉心冠

水が維持でき，また，冷却のための設備がその

後も機能維持できると判断され，かつ，必要な

要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定さ

れる事象悪化のおそれがない場合，安定状態が

確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始による原

子炉水位の低下が始まるが，常設代替高圧電源装置により非常用母線

への交流電源の供給を開始した後，常設低圧代替注水系ポンプを用い

た低圧代替注水系（常設）により原子炉冷却材の蒸発量に応じて原子

炉注水を実施することによって，原子炉水位を通常運転水位付近で維

持することにより，炉心の冷却が維持される。 

その後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）により原子炉除熱を

開始することで冷温停止状態に移行することができ，原子炉安定停止

状態が確立される。 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水

源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定停止状態の維持について】 

 上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持できる。 

 また，残留熱除去系の機能を維持し，原子炉除熱を行うことにより，

安定停止状態後の状態維持が可能となる。 

（添付資料2.1.1 別紙1参照） 



添
付

5
.
2
.
2
-
1

添
付
資
料

5
.
2
.
2

評価条件の不確かさの影響評価について（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

第 1 表 評価条件を最確条件とした場合の運転員の操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（運転停止中 全交流動力電源喪失）(1／3) 

項目 
評価条件（初期，事故及び機器条件）の不確かさ

評価条件設定の考え方 運転員等の操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
評価条件 最確条件 

初
期
条
件

燃料の崩壊熱 

約 18.8MW 

（ANSI/ANS-5.1-1979）

（9×9 燃料（A 型），燃

焼度 33GWd／t，原子炉

停止後 1日） 

約 18.8MW 以下 

停止後の時間について

は，停止後の時間が短

くなるように 1日後の

状態を想定 

最確条件では評価条件で設定している燃料の

崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上昇

は緩やかになるが，注水操作や給電操作は崩壊

熱に応じた対応をとるものではなく，全交流動

力電源の喪失の認知を起点とする操作である

ため，運転員等操作時間に与える影響はない。

最確条件では評価条件で設定している燃料の

崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温上昇及

び原子炉水位低下速度は緩やかになることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。 

また，原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊

熱が大きい場合は注水までの時間余裕が短く

なる。原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から

12時間後の燃料の崩壊熱の場合でも，必要な

遮蔽が維持できる水位（必要な遮蔽の目安とし

た 10mSv／hが維持できる水位）である燃料有

効長頂部の約 1.7m 上の高さに到達するまでの

時間は約 2.9 時間，燃料有効長頂部までの時間

は約 4.3 時間であり，必要な放射線の遮蔽は維

持され，原子炉への注水操作に対して十分な時

間余裕が確保されているため，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 

原子炉初期水温 52℃ 
約 47℃～約 58℃※１

（実績値） 

残留熱除去系（原子炉

停止時冷却系）の設計

値及び運転停止 1日後

の原子炉水温の実績値

（47℃～58℃）を踏ま

えて設定 

最確条件では評価条件で設定している原子炉

初期水位より低くなる場合があり，原子炉水位

が燃料有効長頂部まで低下するまでの時間余

裕が短くなる場合があるものの，原子炉への注

水操作は原子炉水位に応じた対応をとるもの

ではなく，崩壊熱除去機能喪失の認知を起点と

するものであるため，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

最確条件では，評価条件で設定している原子炉

初期水温より高くなる場合があり，原子炉水位

が燃料有効長頂部まで低下するまでの時間余

裕は短くなる。原子炉水温が 100℃かつ原子炉

停止から 12時間後の燃料の崩壊熱の場合で

も，必要な遮蔽が維持できる水位である燃料有

効長頂部の約 1.7m 上の高さに到達するまでの

時間余裕は約 2.9時間，燃料有効長頂部までの

時間余裕は約 4.3時間であり，必要な放射線の

遮蔽は維持され，原子炉への注水操作に対して

十分な時間余裕が確保されているため，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

原子炉初期水位

通常運転水位 

（燃料有効長頂部から

約 5.1m） 

通常運転水位 

（通常運転水位±10cm

程度）（実績値） 

原子炉停止初期の通常

水位付近にある状態を

想定 

最確条件では評価条件で設定している原子炉初

期水位より低くなる場合があり，原子炉水位が

燃料有効長頂部まで低下するまでの時間余裕が

短くなる場合があるものの，注水操作や給電操

作は原子炉水位に応じた対応をとるものではな

く，全交流動力電源の喪失の認知を起点とする

操作であるため，運転員等操作時間に与える影

響はない。 

最確条件では評価条件で設定している原子炉

初期水位より低くなる場合があり，原子炉水位

が燃料有効長頂部まで低下するまでの時間余

裕は短くなる場合があるものの，燃料有効長頂

部まで水位が低下する時間は長くなることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。 

※ 1 過去のプラント停止操作実施時の発電機解列から約 24 時間経過後の原子炉水温の実績データ。  
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第 1 表 評価条件を最確条件とした場合の運転員の操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（運転停止中 全交流動力電源喪失）(2／3)

項目 
評価条件（初期，事故及び機器条件）の不確かさ

評価条件設定の考え方 運転員等の操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響
評価条件 最確条件 

初

期

条

件

原子炉初期圧力 大気圧 大気圧※２
原子炉停止から 1日後

の原子炉圧力を想定 

最確条件は評価条件と同様であることから，事

象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸

騰開始時間が遅くなり，水位低下速度は緩やか

になるが，注水操作や給電操作は崩壊熱に応じ

た対応をとるものではなく，全交流動力電源の

喪失の認知を起点とする操作であるため，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件と評価条件は同様であることか

ら，事象進展に与える影響はなく，評価

項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合

は，沸騰開始時間が遅くなり，水位低下

速度は緩やかになることから，評価項目

となるパラメータに対する余裕は大きく

なる。 

原子炉圧力容器

の状態 
原子炉圧力容器未開放 事故事象毎 

炉心の崩壊熱及び保有

水量の観点から設定 

原子炉圧力容器が未開放の場合は，評価条件と

同様であることから，事象進展に与える影響は

なく，運転員等操作時間に与える影響はない。

また，原子炉圧力容器が開放の場合は，原子炉

減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影

響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

原子炉圧力容器が未開放の場合は，評価

条件と同様であることから，事象進展に

与える影響はなく，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

また，原子炉圧力容器が開放の場合は，

原子炉減圧操作が不要となるが，事象進

展に与える影響は小さく，評価条件とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

外部水源の温度 35℃ 35℃以下 

原子炉注水による原子

炉水位維持の観点で厳

しい高めの水温とし

て，年間の気象条件変

化を包含する高めの水

温を設定 

最確条件とした場合には，評価条件で設定して

いる外部水源の温度よりもおおむね低くなるた

め，原子炉注水後の原子炉水位の回復が速くな

ることが考えられるが，常設代替高圧電源装置

からの給電操作や原子炉への注水操作は水源の

温度に応じた対応をとるものではなく，全交流

動力電源喪失の認知を起点とする操作であるた

め，運転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，評価条件で設

定している外部水源の温度よりもおおむ

ね低くなるため，原子炉注水後の原子炉

水位の回復が早くなることが考えられ，

評価項目となるパラメータに対する余裕

は大きくなる。 

外部水源の容量 約 4,300m３
約 4,300m３ 以上  

（代替淡水貯槽） 

代替淡水貯槽の管

理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7日間後

までに必要な容量を備えており，水源は枯渇し

ないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

－ 

燃料の容量 約 800kL 約 800kL 以上  
軽油貯蔵タンクの

管理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7日間後

までに必要な容量を備えており，燃料は枯渇し

ないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

－ 

※ 2 原子炉停止直後や原子炉圧力容器耐圧試験実施時等の特殊な場合を除く。 
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第 1 表 評価条件を最確条件とした場合の運転員の操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（運転停止中 全交流動力電源喪失）(3／3) 

項目 
評価条件（初期，事故及び機器条件）の不確かさ

評価条件設定の考え方 運転員等の操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響
評価条件 最確条件 

重
大
事

故
等
対

策
に
関

連
す
る

事
故
条

件

起因事象 外部電源喪失 －

起因事象として，送電系

統の故障等によって，外
部電源喪失が発生するこ
とを想定 

最確条件と評価条件は同様であることから，
事象進展に与える影響はなく，運転員等操作
時間に与える影響はない。 

最確条件と評価条件は同様であることか
ら，事象進展に与える影響はなく，評価項
目となるパラメータに与える影響はない。

安全機能の 

喪失に対する仮定
全交流動力電源喪失 －

全ての非常用ディーゼル
等の機能喪失を設定 

外部電源 外部電源なし －
起因事象として，外部電
源が喪失することを想定

外部電源喪失は起因事象として設定してい

ることから，外部電源がある場合については
考慮しない。 

外部電源喪失は起因事象として設定して

いることから，外部電源がある場合につい
ては考慮しない。 

重
大

事
故
等

対
策
に

関
連
す

る
機
器

条
件

常設低圧代替注水

系ポンプを用いた
低圧代替注水系
（常設）の原子炉

注水流量 

27m３／h 27m３／h 
崩壊熱量に応じた原子炉

注水流量を設定 

最確条件と評価条件は同様であることから，
事象進展に与える影響はなく，運転員等操作
時間に与える影響はない。 

最確条件と評価条件は同様であることか
ら，事象進展に与える影響はなく，評価項
目となるパラメータに与える影響はない。

緊 急 用 海 水 系
を 用 い た 残 留
熱除去系（原子

炉 停 止 時 冷 却
モード系）によ
る原子炉除熱量 

熱交換器 1基当たり 

約 24MW 
（原子炉冷却材温度
100℃，海水温度 32℃に

おいて） 

熱交換器 1基当たり 

約 24MW 以上 
（原子炉冷却材温度
100℃，海水温度 32℃以

下において） 

残留熱除去系の除熱性能
を厳しくする観点で，過

去の実績を包含する高め
の海水温度を設定 

最確条件とした場合には，海水温度がおおむ

ね低めとなり除熱性能が向上するが，残留熱
除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉
除熱後に行う運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

－ 
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第 2 表 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（1／2） 

項目 

評価条件(操作条件) 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与える

影響 

評価項目となるパ
ラメータに与える

影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

評価上の

操作開始
条件 

評価条件設定の 
考え方 

操
作
条

件

常設低圧代替注
水系ポンプを用

いた低圧代替注
水系（常設）の
準備操作 

常 設低圧
代 替注水
系 ポンプ

を 用いた
低 圧代替
注水系（常

設）の準備
操作：事象
発 生から

25分後 

状況判断，全交流動
力電源喪失の判断，
常設代替高圧電源装

置からの受電操作，
及び常設低圧代替注
水系ポンプを用いた

低圧代替注水系（常
設）の準備操作に要
する時間を考慮して

設定 

【認知】 
中央制御室にて外部電源受電及び非常
用ディーゼル発電機等の電源回復がで

きない場合，早期の電源回復不可と判
断し，これにより常設低圧代替注水系
ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

の準備を開始する手順としている。事
象判断の時間として10分を想定してお
り，全交流動力電源喪失時に交流電源

及び注水手段の確保の必要性を認知す
ることは容易であることから，認知遅
れが操作開始時間に影響を及ぼす可能

性は非常に小さい。 
【要員配置】 
中央制御室での操作のみであり，運転

員は中央制御室に常駐していることか
ら，操作時間に与える影響はない。 
【移動】 

中央制御室での操作のみであり，移動
が操作開始時間に与える影響はない。
【操作所要時間】 

操作所要時間は 1 分単位で設定してお
り，実際の操作時間は評価上の想定時
間よりも早くなることから，操作開始

時間に与える影響はない。 
【他の並列操作の有無】 
他の並列操作はないことから，操作開

始時間に与える影響はない。 
【操作の確実さ】 
中央制御室の制御盤のスイッチによる

簡単な操作であり，誤操作は起こりに
くいことから，誤操作等が操作開始時
間に影響を及ぼす可能性は非常に小さ

い。 

常設低圧代替注水系ポンプ
を用いた低圧代替注水系（常
設）の準備操作は，常設代替

高圧電源装置からの受電操
作後に実施するため，受電操
作の影響を受けるが，実際の

操作時間が評価上の操作開
始時間とほぼ同等であり，操
作開始時間に与える影響は

小さい。 

実際の操作開始時
間は評価上の設定
とほぼ同等である

ことから，評価項
目となるパラメー
タに与える影響は

小さい。 

原子炉水位が通常
運転水位から放射

線の遮蔽が維持さ
れる最低水位に到
達するまでの時間

は 4.5 時間，通常
水位から燃料有効
長頂部まで低下す

るまでの時間は約
6.3 時間であり，
これに対して全交

流動力電源喪失を
認知して注水準備
を完了するまでの

時間は 25 分であ
ることから，時間
余裕がある。 

常設低圧代替注水
系ポンプを用いた
低圧代替注水系

（常設）の準備操
作は，所要時間を
3分と想定してい

るところ，訓練実
績では約 3分であ
る。 

想定で意図してい
る運転操作が実現
可能なことを確認

した。 
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第 2 表 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（2／2）

項目  

評価条件 (操作条件 ) 

操作の不確かさ要因 
運転員等操
作時間に与
える影響  

評価項目とな
るパラメータ
に与える影響

操作時間余裕 訓練実績等 
評価上の

操作開始
条件  

評価条件設定の考え方 

操

作
条
件

緊 急 用 海 水

系 を 用 い た
残 留 熱 除 去
系（原子炉停

止時冷却系）
に よ る 原 子
炉除熱操作 

事 象 発 生
から 4 時間

50 分後  

状況判断，全交流動力電源喪失の
判断，常設代替高圧電源装置によ
る緊急用母線の受電操作，常設代

替高圧電源装置による非常用母
線の受電準備操作，常設代替高圧
電源装置による非常用母線の受

電操作，原子炉保護系母線の受電
操作，及び緊急用海水系を用いた
残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）による原子炉除熱操作に要す
る時間を考慮して設定 

－  －  －  

常設低圧代替
注水系ポンプ
を用いた低圧

代替注水系
（常設）によ
り，原子炉へ

の注水を実施
していること
から，緊急用

海水系を用い
た残留熱除去
系（原子炉停

止時冷却系）
による原子炉
除熱操作には

時間余裕があ
る。  

所要時間を 27 分

で想定している
ところ，訓練では
約 21 分で実施可

能であることを
確認した。 
想定で意図して

いる運転操作が
実現可能なこと
を確認した。 



添付資料 5.2.3

添付 5.2.3-1 

運転停止中の全交流動力電源喪失時における 

サプレッション・プール水への影響について 

  運転停止中において全交流動力電源喪失が発生し，崩壊熱除去機能が喪失

した場合は，崩壊熱除去機能を回復するまでの間，原子炉注水及び原子炉減

圧により原子炉水位を維持する。原子炉減圧の実施の際は，原子炉内の熱量

がサプレッション・プールへと移行するため，サプレッション・プール水の

温度が上昇する。 

  運転停止中において全交流動力電源喪失が喪失した際の評価として，原子

炉水温が 100℃に到達した時点（事象発生から約 1.1 時間後）から，常設代

替交流電源装置，及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）による注水で原子炉水位を維持した場合のサプレッション・プール水温

の変化を，ＭＡＡＰを用いて評価した。主要解析条件は第 1 表のとおりであ

る。事象発生後の時間に対するサプレッション・プールの水温及び水位の推

移を第 1 図及び第 2 図に示す。サプレッション・プール水温が 100℃となる

時間は事象発生から約 20.3 時間後であり，そのときのサプレッション・プー

ル水位は，約 8.2m（通常水位から約 1.2m 上）にとどまる。



添付 5.2.3-2 

第 1 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失） 

分類 項目 解析条件 備考 

事象発生時の 

プラント状態 

崩壊熱 原子炉停止 1 日後 － 

原子炉初期水温 57℃ －

原子炉初期圧力 大気圧 －

格納容器初期圧力 大気圧 －

格納容器初期温度 
液相部：32℃ 

気相部：67℃ 
－

水源の温度 35℃ －

事象進展 

事象発生 全交流動力電源喪失の発生 －

事象発生約 21 分後 

常設代替交流電源装置による常設低圧

代替注水系ポンプを用いた低圧代替注

水系（常設）への給電完了 

－ 

事象発生約 1.1 時間後 

逃がし安全弁 1 弁による減圧操作 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低

圧代替注水系（常設）による原子炉注

水開始（原子炉水位をレベル３～レベ

ル８に維持） 

原子炉水温 100℃到達 

原子炉注水流量 378m3／h 

第 1 図 事象発生後のサプレッション・プール水温の推移 
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添付 5.2.3-3 

第 2 図 事象発生後のサプレッション・プール水位の推移 
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添付資料 5.2.4

添付 5.2.4-1 

7 日間における水源の対応について 

（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

1. 水源に関する評価 

① 淡水源（有効水量） 

・代替淡水貯槽：約 4,300m３

2. 水使用パターン 

① 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水 

事象発生 1.1 時間後，崩壊熱に相当する流量で，代替淡水貯槽

を水源とした常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水を実施する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転による原子炉注水

が開始される事象発生後約 4 時間 50 分後，常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止す

る。 

3. 時間評価 

原子炉注水によって，代替淡水貯槽の水量は減少する。 

事象発生後 4 時間 50 分までに残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

の運転を再開し，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水を停止するため，代替淡水貯槽の水量

の減少は停止する。 

この間の代替淡水貯槽の使用水量は合計約 110m３である。 
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4. 水源評価結果 

時間評価の結果から，7 日間の対応において合計約 110m３の水が必

要となるが，代替淡水貯槽に合計約 4,300m３の水を保有することか

ら必要水量を確保している。このため，安定して冷却を継続するこ

とが可能である。 
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添付 5.2.5-1 

7 日間における燃料の対応について 

（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7 日間燃料を消費するものとして

評価する。 

時系列 合計 判定 

常設代替高圧電源装置 5 台起動 

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

420.0L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×5 台（運転台数） 

＝約 352.8kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 352.8kL

軽油貯蔵タ

ンクの容量

は 約 800kL

であり，7 日

間対応可能 
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添付 5.2.6-1

常設代替交流電源設備の負荷 

（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

主要負荷リスト        【電源設備：常設代替高圧電源装置】 

起 動 順 序  主 要 機 器 名 称  
負 荷 容 量  

(k W )  

負 荷 起 動 時 の 最

大 負 荷 容 量  

(k W )  

定 常 時 の 連 続 最

大 負 荷 容 量  

(k W )  

①  

緊 急 用 母 線 自 動 起 動 負 荷  

・ 緊 急 用 直 流 125 V充 電 器  

・ そ の 他 負 荷  

約 1 2 0  

約 8 4  

約 2 5 2  約 2 0 4  

②  常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ  約 1 9 0  約 6 8 9  約 3 9 4  

③  常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ ※ 1  約 1 9 0  約 8 7 9  約 5 8 4  

④  

非 常 用 母 線 ２ Ｃ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 Ａ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ａ  

・ そ の 他 負 荷  

約 7 9  

約 1 0 8  

約 1 3 4  

約 2 4 8  

約 1 , 1 6 6  約 1 , 1 5 3  

⑤  

非 常 用 母 線 ２ Ｄ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 Ｂ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ｂ  

・ そ の 他 負 荷  

約 6 0  

約 8 6  

約 1 3 4  

約 1 3 5  

約 1 , 5 7 3  約 1 , 5 6 8  

⑥  

非 常 用 ガ ス 再 循 環 系 排 風 機  

非 常 用 ガ ス 処 理 系 排 風 機  

そ の 他 負 荷  

停 止 負 荷  

約 55  

約 8  

約 95  

約 － 52  

約 1 , 8 6 2  約 1 , 6 7 4  

⑦  

中 央 制 御 室 換 気 系 空 気 調 和 機 フ ァ ン  

中 央 制 御 室 換 気 系 フ ィ ル タ 系 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

約 45  

約 8  

約 18 3  

約 2 , 2 5 1  約 1 , 9 1 0  

⑧  
蓄 電 池 室 排 気 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

約 8  

約 15 4  
約 2 , 4 6 4  約 2 , 0 7 2  

⑨  
原 子 炉 保 護 系 電 源 装 置  ２ Ａ  

原 子 炉 保 護 系 電 源 装 置  ２ Ｂ  

約 45  

約 45  
約 2 , 3 9 6  約 2 , 1 6 2  

⑩  
緊 急 用 海 水 ポ ン プ  

そ の 他  

約 51 0  

約 4  
約 3 , 1 4 4  約 2 , 6 7 6  

⑪  
残 留 熱 除 去 系 ポ ン プ  

そ の 他 負 荷  

約 58 4  

約 3  
約 4 , 1 0 1  約 3 , 2 6 3  

⑫  
停 止 負 荷  

常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ 2台  
約 － 38 0  ―  約 2 , 8 8 3  

⑬  代 替 燃 料 プ ー ル 冷 却 系 ポ ン プ  約 30  約 2 , 9 9 2  約 2 , 9 1 3  

負 荷 容 量 (kW )

5 , 0 0 0

3 , 0 0 0

1 , 0 0 0

7 , 0 0 0

1  
0  

経 過 時 間 (h)

4 , 0 0 0

2 , 0 0 0

6 , 0 0 0

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 最 大 容 量 6, 9 0 0 k W※ ２

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 連 続 定 格 容 量 5,5 2 0 k W ※ ３

3  

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 の 負 荷 積 算 イ メ ー ジ  

50

⑥  

⑤  

④  
③  

②  

①  

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 最 大 容 量 2,7 6 0 k W※ ２

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 連 続 定 格 容 量 2, 2 0 8 k W※ ３

最 大 負 荷 容 量  
約 4, 1 0 1 k W  

⑧  
⑦  

⑨  

⑩  

⑪  

⑫  

2  4  

⑬  

※ 1  常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ 1 台 で も 崩 壊 熱 に よ る 蒸 発 を 上 回 る 注 水 流 量 を 確 保 可 能
※ 2 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 容 量 （ 1, 3 8 0 k W×運 転 台 数 ＝ 最 大 容 量 ）  

※ 3  常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 80％ の 容 量 （ 1, 3 8 0 k W×0 . 8×運 転 台 数 ＝ 連 続 定 格 容 量 ）  

※ 4  非 常 用 母 線 の 負 荷 へ の 給 電 に 伴 い ， 負 荷 容 量 が 増 加 す る た め ， 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 を 3 台 追 加 起 動 す る

▲ ▲

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 2 台

起 動

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 3 台

追 加 起 動 ※ ４


